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資料２ 



気候変動研究領域 案 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム１: 温暖化総合モニタリング研究 

○ ①地球・地域規模の二

酸化炭素収支の観測 

地球各圏（大気・海洋・陸域等）

の二酸化炭素濃度観測と各圏間の

二酸化炭素交換収支観測を、適切

な国際協力・分担により全球的カ

バーを目指して進め、人為起源二

酸化炭素の地球の各圏への分配を

把握する。大気観測においては定

点と移動体による観測を、海洋観

測においては海洋表層の二酸化炭

素交換収支と中深層を含む炭素蓄

積を、陸域においては陸上生態系

の二酸化炭素交換収支や土壌炭素

変化を観測する。 

• 2015 年までに自律型無人探査機等を用
いた二酸化炭素濃度の観測技術や海底

の堆積物̶水境界における二酸化炭素収

支のリアルタイム観測手法、GOSAT 等
の地球観測衛星群による全球観測の実

現に資する技術を開発し、南極域及び北

極域における二酸化炭素及び安定炭素

同位体組成や酸素/窒素比の長期年々変
動の高精度モニタリング観測や海洋表

層での二酸化炭素交換観測と併せ、ま

た、陸域に関しては陸域生態系における

温暖化ガス濃度、フラックスを観測する

ためのセンサウェブ等観測センサおよ

びシステムを開発してアジア地域にお

ける観測ネットワークを構築・拡充し、

都市、農地などからの温暖化ガス排出量

を評価するための社会・経済パラメータ

の調査・観測システムも構築して、地球

規模の炭素循環の変動ならびにメカニ

ズムを明らかにする。(農水省、文科省、
環境省) 

• GEOSS10 年実施計画に基づいて
国際協力により行われる全球地球

観測システムの構築、海洋の表層か

ら中深層に至る広範囲における二

酸化炭素蓄積を精密観測可能なプ

ラットフォームの形成、世界に先駆

けた画期的な技術開発及び観測研

究、GOSAT及び GOSAT後継機に
よるデータとモデルとの併用によ

り二酸化炭素のみでなく、メタンや

N2O といった温室効果ガスの発生
や森林吸収量に関する情報を評価

し京都議定書に基づく各国の温室

効果ガスの排出削減量を定量的に

評価・検証し、ポスト第一約束期間

（2013 年以降）の削減目標設定／
達成や温室効果ガス濃度の安定化

に貢献する。(農水省、文科省、環
境省) 

○ ②微量温室効果ガス等

による対流圏大気変

化の観測 

メタン、一酸化二窒素、対流圏オ

ゾン、含ハロゲン温室効果ガス等

二酸化炭素以外の主要な温室効果

ガスについて、アジア・太平洋域

を中心とする観測研究を行い、そ

の濃度と放出・消滅量の時空間分

布変動を明らかにする。温室効果

ガス濃度の制限要因となる大気汚

染物質のアジア諸国からの放出量

• 極域やアジア地域における集中観測拠
点等での地上設置型や航空機搭載ライ

ダーも含めたメタン、オゾン、CO、N2O、
エアロゾル等の微量温室効果ガスなら

びにその前駆物質の総合的長期モニタ

リング観測体制を確立・継続し、それら

が環境や気候に与える影響の推定精度

を大幅に向上させる。(総務省、文科省、
環境省) 

• 2015 年までにライダー装置による
温室効果ガスのモニタリング観測

等を行い、温室効果ガスのうち、影

響の大きいメタン、オゾン、CO、
N2O、エアロゾルについて、温室効
果の精度の高い予測を実現し、温室

効果ガス濃度の安定化に寄与し、ア

ジア域における温室効果ガスおよ

び大気汚染物質の放出量の増減が
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増大を踏まえ、温室効果ガスの大

気寿命に重要な影響を及ぼす大気

微量成分、自然及び人為起源エア

ロゾルの輸送・反応過程等の観測

研究を行う。 
 
 

• 2010 年までに、エアロゾルの生成プロ
セスを化学輸送モデルに取り入れ、大気

質変動と気候変動との相互作用を研究

し、オゾンの 1900 年から 2100 年の放
射強制力を明らかにする。また、化学輸

送モデルや大気モデルと観測データを

用いて温室効果ガスの大陸間輸送過程

や排出・吸収の分布を解析し、その抑制

による気候変動への影響を定量的に予

測する。(文科省、環境省) 

気候、環境に与える影響の把握を通

じて、農作物、健康、水供給等の経

済的影響を推定することにより、

GEOSS, IPCC 等の国際社会への
貢献等を目指す。(総務省、文科省、
環境省) 

◎ ③衛星による温室効果

ガスと地球表層環境

のモニタリング 

二酸化炭素等の温室効果ガスの全

球的濃度分布とその変動把握を可

能とする観測衛星（2008年打ち上
げ予定）による観測実施とあわせ、

データ有効活用のための事前研

究、打ち上げ後のデータ解析研究

を行う。陸海面の物理・生物地球

化学的要素の観測を行っている国

内外の地球観測衛星データから地

球表層の環境変動を把握するため

の高度なデータ解析を進めるとと

もに、2010年以降打ち上げ予定の
地球環境観測衛星の技術開発を行

う。 

• 2010 年までに、ALOS や GOSAT 等の
地球観測衛星群による衛星観測データ

解析システムにより温室効果ガスの全

球分布や陸域･海域の生態系変動、炭素

循環変動に関するデータセットを作成

する。(文科省、環境省) 
• 2010 年までに、海域生態系・炭素循環
モデル、陸域生態系・炭素循環モデル、

個体レベルに基づく全球植生変動モデ

ルを開発し、炭素循環及び数種の温室効

果ガス循環を結合した全球大気モデル

に組み込むことによって温室効果ガス

の年々変動を高精度で把握するととも

に、気候・環境変動が海洋・陸域生態系

の機能・構造に与える影響と、生態系の

変化が気候や環境に及ぼす影響を予

測・評価する。(文科省) 

• モデルと GOSAT 等の衛星データ
により、二酸化炭素のみでなく、メ

タンや N2Oといった温室効果ガス
の発生に関する情報や生態系変動

の基本的データセットを統合して

情報化することにより、IPCC（気
候変動に関する政府間パネル）に対

し、温室効果ガス濃度の安定化、ポ

スト第一約束期間（2013 年以降）
の削減目標設定／達成などの面で

貢献する。(文科省、環境省) 

プログラム２: 気候変動プロセス研究 

○ ④雲・エアロゾル等によ

る気候変動プロセス

の解明 

気候変動予測モデルにおいて、雲

の生成・消滅と降水過程は重要な

気象プロセスとして予測モデルに

組み込まれている。予測モデルを

精密にするためには、雲粒子のみ

• 地球環境変動観測ミッション（GCOM）
により気候変動予測の主要誤差要因で

ある雲及びエアロゾルの全球分布を観

測するとともに、雲・エアロゾルの３次

元分布を観測できる雲プロファイリン

• GCOM、GPM や雲レーダ等によ

り、雲・エアロゾルの全球的な分布

及び３次元構造、降水の３次元構造

に関する観測を行い、エアロゾルが

雲の生成及び降水プロセスにおい
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ならず、大気化学反応により生成

するエアロゾルが気象・気候に及

ぼす影響をその性状、生成・消滅

プロセスから明らかにし、エアロ

ゾルが雲・降水プロセスに及ぼす

影響を観測と実験を含む手法で解

明する研究開発を行う。 
 
 

グレーダ（CPR）を 2012年度までに、
世界初の衛星搭載二周波降水レーダ

（DPR）を 2010年度までに開発する。
(総務省、文科省) 

• アジア・太平洋地域や極域における雲や
黄砂など自然起源エアロゾル、人為起源

のエアロゾルによる気候変動への影響

評価を推定するための観測ネットワー

クとデータ相互交換の体制を構築し、得

られた観測データにより予測実験の検

証を行う。(文科省、環境省) 

て果たす役割を明らかにするため

に必要な情報を提供することによ

り、気候変動メカニズムの解明に貢

献する。(総務省、文科省) 
• 2010 年までに、東アジア各国と協
力し、東アジア地域における気候・

生態・水循環に関する観測データな

らびに予測情報を共有し、ポスト第

一約束期間の削減目標設定／達成

に資する様な情報発信をするため

の連携体制を構築する。(文科省、
環境省) 

○ ⑤気候変動にかかわる

陸域、海洋の応答プ

ロセス解明 

温室効果ガス濃度増加による地球

温暖化の直接影響は地表気温、雪

氷融解、表層海水温、海水面上昇

等に現われるが、これらは陸や海

の炭素・水・物質循環に影響を及

ぼす。このような気候変動フィー

ドバックは、気候変動予測モデル

の不確実性をもたらしている。そ

こで、大気、海洋、陸域の各圏を

構成するサブシステムにおいて、

最終氷期(約 1 万年前)以降のさま
ざまな時間スケールのフィードバ

ックプロセスを解明し、気候変動

予測モデルの不確実性の最小化に

資する。 

• 北・南太平洋、インド洋、南大洋、北極
海洋、北大西洋、黒潮域などにおける多

様な観測データや国際的な連携による

観測データに基づき、海洋中の乱流拡

散、対流・サブダクション、海氷、大気

中の乱流拡散などに関する詳細な観

測・解析を通じて、それらの長期変動な

どの実態を把握するとともに、これに関

連する海洋生物資源や低次生産の変動

予測、地質形成過程の究明を行い、明ら

かにされた物理機構に基づき、高精度で

信頼できるパラメタリゼーションの高

度化を行い、一方で地球規模の水温上昇

等の環境変動による主要魚類生産への

影響を解明する(文科省、農水省、国交省)
• 陸域生態系の長期期間にわたる応答を
調べるためのプロットサイト、スーパー

サイトを構築し、FACE実験等、陸域生
態系の気候変動に対する応答を明らか

にするための実験や長伐期等人工林の

多様な施業に伴う森林土壌における炭

素蓄積機能の変化も含めて森林などの

• 2010 年度までに、大洋スケールで
の熱量、溶存物質量等の輸送量と空

間分布の変化や海洋成層構造の形

成過程及びその変動メカニズム、海

洋・陸面・大気相互作用と気候変動

への影響プロセスを明らかにして、

海洋大循環モデルを高度化し、ま

た、陸域生態系と気候の相互作用を

シミュレートする地球システム統

合モデルの構築に貢献して、海域・

陸域に関する温暖化予測モデルや

森林吸収量推定の不確実性を低減

し、ポスト第一約束期間の削減目標

設定／達成に資する。(農水省、文
科省、環境省) 
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生態系の機能、構造や炭素循環の素過程

を解明し、陸域生態系モデル作成のため

のパラメタリゼーションの開発、ならび

に炭素動態を表すプロセスモデルの高

度化と広域的森林生態系の脆弱性の変

動予測・評価、そして二酸化炭素固定能

力を最適化する森林の管理手法の開発

を行う。(文科省、農水省) 
プログラム３: 温暖化将来予測・温暖化データベース研究 
◎ ⑥気候モデルを用いた

21 世紀の気象・気候

変動の予測 

気候モデルを構成する各要素の高

度化を進め、21世紀における気候
変化に関し、IPCC による第五次
報告書における影響評価･適応策

に適切に生かすことができるよう

地域スケール程度までの詳細で信

頼性の高い予測を 2010 年までに
行う。特に、熱波、寒波、台風、

高潮、豪雨、寡雨等の極端現象の

頻度や強度に注目し、今後 25年程
度の身近な未来における気象の変

動についての予測も行う。このた

めに、観測データの統合同化や、

予測の高度化・高解像度化を可能

にする計算機資源の有効活用を図

る。 

• 2010 年度までに、全球モデルに炭素循
環等の物質輸送過程等を取り入れた温

暖化予測地球システムモデルと水平分

解能 4km の精緻な地域気候モデルを開

発し、日本もしくはアジア太平洋各国の

スケールでの地域的な気候変化ならび

に熱波や豪雨などの極端現象の変化に

ついて信頼に足る予測情報を提供する

とともに、20世紀から現在までの温暖化
による極端現象の変化を検出し、気候モ

デルによるその再現性を検証する。(国交
省、環境省) 

• 2015 年度までに、衛星、海洋、地上観
測、社会経済調査等から得られた多様な

観測データを、地球シミュレータ上での

変分法を用いた先端的な全球四次元大

気海洋陸域結合データ同化システムな

どを用いて統合・加工し、政策決定や、

気候変動や水循環、気象等の予測研究な

どに即利用できるようなデータセット

を作成、利用しやすいインターフェイス

によって提供する一貫したシステムを

構築する。(文科省) 

• 気候変動枠組み条約等、国際的な気
候変動への取組みにおいて、温室効

果ガス濃度を、気候システムに危険

な干渉を及ぼさないレベルに安定

させるための値に関する政策決定

に資する高精度な気候変動予測状

況を提供して、ポスト第一約束期間

の削減目標設定／達成に資する。

(文科省、国交省、環境省) 
• 地球観測の多様かつ膨大なデータ
を、政府・団体等の意思決定、対策

行動や国民生活に必要な情報を生

み出す予測研究の初期データセッ

トとして容易に利用できるように

する等、観測データの直接的かつ効

率的・効果的な活用を実現する。(文
科省) 

 
 

○ ⑦シナリオに基づく長期

の気候変動の研究 

気候安定化等種々のシナリオの下

で、高度化した気候モデルにより、

• 2010 年までに、気候の変動に加え、大
気質・生態系も統合した「地球環境シス

• 多様な排出シナリオに伴う危険の
有無・程度を明らかにし、排出量削
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100 年を超え数世紀から千年程度

にわたる長期予測実験を行い、地

上気温や海面水位に加え、海洋循

環、極域氷床、陸域植生、炭素循

環等、地球環境の諸要素の長期的

な変化を予測する。各シナリオの

下での気候システムの変化を明ら

かにし、長期の温暖化抑制策に資

する。 

テム統合モデル」を開発して炭素循環フ

ィードバックの不確実性を低減させ、植

生変化や人為的な土地改変を通じた人

間活動のフィードバックを考慮しつつ

多様な温室効果ガス排出シナリオの下

での地球環境全体の変化(CO2 濃度それ
自体を含む)を長期にわたって予測し、グ
リーンランド・南極氷床の変化とそれに

よる海水位上昇がシナリオによってど

う違うかを明らかにする。(文科省、環境
省) 

減施策の検討などに資する、信頼性

のある予測実験結果を提供し、ポス

ト第一約束期間の削減目標設定／

達成ならびに温室効果ガス濃度の

安定化に資する。(文科省、環境省) 

○ ⑧統合的な観測・予測・

影響・適応策データ

ベースの構築 

大気・陸域･海洋の総合的な気候変

動のモニタリングや高度化した気

候モデルの予測と、影響･リスク評

価、適応策、温暖化抑制政策とを

密接に連携させて、地球観測デー

タ、気候モデル予測データ、影響･

リスク評価データ、適応策データ

を統合したデータベースを構築す

る。必要に応じて既存の枠組みの

有効利用も含め、情報をより広く

共有できるシステムとし、地球温

暖化対策等への活用を図る。 
 

• 2015 年度までに、衛星、海洋、地上観
測、社会経済調査等から得られた多様な

大気、海洋、陸域の観測データを地球シ

ミュレータ上での変分法を用いた先端

的な全球四次元大気海洋陸域結合デー

タ同化システムなどを用いて統合（メタ

データの整備等）・加工（同化等）した

データや、気候変動の影響に関する観測

データと予測結果、気候変動に対する緩

和策・適応策に関するデータを整備し、

利用しやすいインターフェイスを提供

して、我が国やアジア太平洋地域の途上

国における気候変動影響に関する政策

決定や、技術的・経済的・制度的適応策

の適用可能性の評価、陸域炭素変動リス

クに関する観測─予測─対応策の総合

的な評価などに容易に利用できる環境

を整える。(文科省、環境省) 

• 地球観測や地球温暖化予測結果な
どに関する大気、海洋、陸域の多様

かつ膨大なデータを、我が国や途上

国を含む地域の政府・団体等の意思

決定、地球温暖化に対する削減・適

応策立案、あるいは国民生活に必要

な情報として容易に利用できるよ

うにする等、観測データの直接的か

つ効率的・効果的な活用を実現し、

ポスト第一約束期間の削減目標設

定／達成や温室効果ガス濃度の安

定化に資する。(文科省、環境省) 

プログラム４: 温暖化影響・リスク評価・適応策研究 

○ ⑨脆弱な地域等での温

暖化影響の総合モニ

タリング 

【生態系管理研究領域

雪氷域、高山域、半乾燥地域、沿

岸域等気候変動とそれに伴う環境

変動の影響が現われやすい脆弱な

地域の環境と生態系の変化の継続

• 南極や北極・氷河・海氷などの雪氷圏、
脆弱な陸上生態系、サンゴ礁・マングロ

ーブなどの沿岸域、あるいは日本を含む

アジア・オセアニア地域において気象災

• 2020 年までに、温暖化に伴う極端
事象の出現確率の変動を 10-100年
スケールで高精度に予測し、今後の

想定される気候変動に対する適応
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の「気候変動の生物多

様性・生態系サービス

への影響評価」と連携し

て行う】 

的モニタリング、過去からの継続

的観測とそのデータ解析等を行

い、温暖化影響の早期検出を可能

とする体制を構築する。自然環境、

社会経済に及ぼす気候変動リスク

を評価するために、温暖化に対す

る脆弱性指標、温暖化影響が不可

逆となる閾値等を明らかにする。

害など温暖化の影響を敏感に受ける地

域・セクターを特定し、影響の観点から

地上気象観測、高層気象観測、オゾン観

測等の大気・陸面過程の観測体制をAPN
などのネットワークを通じて構築し、温

暖化の進展を監視・検出するとともに、

地球環境変動観測ミッション(GCOM）、
陸域観測技術衛星（ALOS）などの地球
観測衛星による監視も継続する。 (文科
省、環境省) 

策についての基礎的情報を提供し、

あるべき社会の姿を描いて、ポスト

第一約束期間の削減目標設定／達

成や途上国を含む地域の削減・適応

策立案、推進に貢献する。(文科省、
環境省) 

○ ⑩25 年先の気候変動

影響予測と日本・アジ

アにおける適応策 

水資源、健康、農林漁業、生態系、

沿岸域、防災等気候変動の影響の

顕在化が懸念される分野を対象に

して、経済評価を含む定量的な予

測を可能にする影響予測手法を開

発し、2030～2050年におけるわが
国及びアジア・太平洋地域におけ

る影響と特に脆弱な地域を予測す

る。さらに，影響を和らげるため

の適応策を体系的に検討し、適応

策の効果を含めて影響から見た温

暖化の危険な水準を明らかにす

る。 

• 日本全体ならびにアジア地域の途上国
を対象に、高解像な全球気候モデルによ

る気候予測情報を利用して、異常気象な

ど極端現象の発生等に対する地球温暖

化影響を評価し、適応政策のあり方、適

応の技術メニュー、地域毎、国毎の適応

能力、伝統的な適応技術や社会組織・精

度の評価、適応策と影響閾値の関係等に

関する研究を STARTやアジア太平洋ネ
ットワーク(APN)などを通じて行い、水
資源、生態系、ナシ等果樹や水稲など農

業・食糧生産、健康等各部門別の詳細な

温暖化の影響に関して脆弱な地域や分

野を特定し、気候変動枠組条約及び京都

議定書の実施、長期的な対温暖化政策立

案のための影響面からみた温暖化の危

険な水準と安定化濃度に関して、不確実

性を考慮しつつ GHGの削減費用が影響
被害や適応策の経済評価と比較できる

ようにする。(文科省、農水省、環境省)

• 温暖化対策の中で適応策は今後一
層重視されると予想される．とりわ

け，アジア太平洋地域の途上国で

は，異常気象対策を含めて適応策の

重要性が高い．そのため、脆弱な地

域における適応策の立案とその効

果評価に関する研究を推進してポ

スト第一約束期間の削減目標設定

／達成や温室効果ガス濃度の安定

化に資する。(文科省、環境省) 
• 持続性の高い農業生産方式の導入
支援策を引き続き行うとともに、環

境保全が特に必要な地域において、

農業生産活動に伴う環境への負荷

の大幅な低減を図る先進的な取組

に対する支援の平成１９年度から

の導入に向け、環境負荷の低減効果

に関する評価・検証手法等を確立す

るための調査を実施する。(農水省) 

プログラム５ 地球規模水循環変動研究 
○ ⑪観測とモデルを統合

した地球規模水循環

変動の把握 

地球規模の水循環変動は、水資源、

自然災害、生態系、食料生産、人

の健康等に横断的に関わり、地球

• 世界中の降水量を10km空間解像度で観
測し、国際協力により 3時間おきの全球
データを提供することを目的とした全

• 2015 年度までに、全球の降水分布
を高精度で観測可能とすることな

どにより、地球規模から地域規模に
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【水・物質循環と流域圏

研究領域の「地球規模

の観測による地域の水

循環変動情報基盤の形

成」と連携して行う】 

温暖化に伴う気候変動の社会的影

響として深刻な問題となる懸念が

ある。そこで、衛星観測、気象・

海洋観測、陸上調査等によるモニ

タリングデータと、数値モデルに

よる推定値とを統合・解析して地

球規模の水循環の変動を把握し、

的確なリスクアセスメントを可能

とする研究開発を実施する。 

球降水観測計画（GPM）での高精度観測
を実現するため、2010 年度までに世界
初の衛星搭載二周波降水レーダ（DPR）
を開発し、また、地球環境変動観測ミッ

ション(GCOM)により降水、水蒸気、土
壌水分等の地球規模水循環に関する包

括的な観測を高い頻度(２日程度)で長期
継続的に実施することにより、国際協力

による全球地球観測システム（GEOSS）
の構築に貢献する。(総務省、文科省) 

• 2010 年までに、インドシナ半島からイ
ンドネシアを中心とした地域、アジア梅

雨前線帯、ユーラシア大陸の寒冷圏地

域、南極域などにおける観測データに基

づき、地球規模水循環変動の諸物理過程

の解明やアジアモンスーン域での水循

環・気候変動観測研究を行い、プロセス

モデルを開発する。これを基に流域・地

域スケールから全球スケールまでの水

循環モデルを開発し、観測データとその

モデルによるデータ同化システムを構

築し、流域スケールから大陸スケール水

循環変動の機構評価と季節および経年

変動予測を行うとともに、アジアモンス

ーン域における最適水管理手法や水循

環変動に伴う米等食料生産シナリオ、そ

して東・東南アジアの食料需給を考慮し

た温暖化影響評価モデルを開発する。(文
科省、農水省) 

わたる水循環の全容をより詳細か

つ正確に把握できるようにして、地

域・都市スケールの研究へのインプ

ットデータ、ダウンスケールに活用

可能な同化データとモデルや、アジ

アモンスーン地域における水循

環・気候変動把握に不可欠なデータ

を提供して、GEOSS10年実施計画
に基づいて国際協力により行われ

る全球地球観測システムの構築に

対し、我が国が取り組みの強化を表

明した水循環変動分野における貢

献を行うとともに、東・東南アジア

における米など食料生産に及ぼす

水循環変動・温暖化の影響評価も出

るに基づき、対策技術を示すことに

よっても国際貢献する。(総務省、
文科省、農水省) 

プログラム６ 温暖化抑制政策研究 

○ ⑫気候変動緩和の長期

的排出シナリオ 

IPCC（気候変動に関する政府間パ
ネル）による新たな長期排出シナ

リオ作成と連動し、国内外の中・

長期的政策への貢献を目指し、

• 2010 年度までに主要途上国における温
室効果ガスやエアロゾル・オゾンなどの

放射活性大気汚染物質の排出抑制によ

る気候変動、農作物、健康、水供給への

• ポスト京都議定書の検討において、
特に開発途上国における気候変動

と大気汚染の両者の制御による地

球温暖化抑制について、我が国から
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中・長期の人口・社会経済動向、

国際関係、技術進歩、世界規模の

政策枠組み等の検討に基づき、エ

ネルギー起源二酸化炭素のみなら

ず非エネルギー起源二酸化炭素お

よび二酸化炭素以外の温室効果ガ

スの削減をも勘案した安定化対策

オプションの評価、および、安定

化排出シナリオを含む長期的排出

シナリオの研究を実施する。 

経済的影響を定量的に予測し、国別環境

対策が世界経済活動に及ぼす影響と、世

界の温暖化対策がアジア各国の国内環

境保全、経済発展に及ぼす影響を定量的

に評価しつつ、国連ミレニアム開発目標

などの短・中期的政策目標とリンクした

社会・経済シナリオとしての温暖化政策

オプションを作成する。 (文科省、環境
省) 

科学的根拠を明示し、検討課題とし

て発案することにより、ポスト第一

約束期間の削減目標設定や達成、温

室効果ガス濃度の安定化に資する。

(文科省、環境省) 

◎ ⑬気候変動リスクの予

測・管理と脱温暖化

社会のデザイン 

長期排出シナリオと高精度全球気

候予測、高度影響評価、適応策、

安定化排出経路と緩和策に関する

研究成果を統合することによっ

て、地球社会に対する気候変動の

リスクの予測とその低減のための

研究を人文社会科学との融合も含

めて総合的に行う。さらに、温暖

化抑制に関わる政策と持続可能な

発展の政策との目標を整合させた

脱温暖化社会のビジョンを提示す

ることを目標に、技術革新と経済

社会システム変革の相互関係、途

上国先進国協力、政策の相互利益

性、抑制政策の正負経済影響、第

一約束期間後の気候政策等それに

至る課題を研究する。 

• 世界規模および国内の脱温暖化社会構
築をデザインするため、安定化濃度とそ

れを達成する経路の検討を可能にする

総合モデル、ならびに対策技術、政策ツ

ールを含めた温暖化対策の統合的な評

価が可能な政策評価モデルを作成して

ビジョン・シナリオを構築し、ポスト第

一約束期間及び長期的な削減対策オプ

ションおよび実行手順を明確化する。(環
境省) 

• 国内及びアジア太平洋地域における影
響予測の高度化と適応策・適応技術のメ

ニューの構築を行い、途上国などグロー

バル参加を可能にするシナリオの共有

とその国際政治経済的オプションを提

示する(環境省) 

• �究極の安定化目標と日本の排出
削減目標値を検討して日本 2050年
脱温暖化社会に向けた短中期およ

び長期対策の評価をすると同時に、

世界主要国 2050年脱温暖化社会構
築のための目標・手法を形成、確立

し、ポスト第一約束期間の削減目標

設定／達成や温室効果ガス濃度の

安定化に貢献する(環境省) 

プログラム７ 温暖化対策技術研究 

○ ⑭メタン、一酸化二窒素

排出削減対策 

二酸化炭素に次ぐ重要な温室効果

ガスであるメタン、一酸化二窒素

の排出削減のため、可能な分野の

対策が効果的に進むような研究開

発を実施する。特に、生産管理技

術による農耕地・畜産業からの発

• 2010 年度までに、一酸化二窒素の排出
削減を考慮した下水処理施設の運転管

理技術、メタン・一酸化二窒素の排出抑

制と高度処理を両立する技術、農耕地か

らのメタン・亜酸化窒素等の発生削減技

術、埋立地メタンの排出削減技術、液状

• 一酸化二窒素については、1990 年
度の水準から基準年総排出量比で

▲0.5％の水準（約 3,400万 t-CO2）
に、2010年度までに、1990年度の
水準から基準年総排出量比でメタ

ンについては、▲0．4％、一酸化二
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生削減技術、都市・国土管理技術

による下水道施設・埋め立て地等

からの排出削減技術、製造業から

の排出削減技術等が研究対象とな

る。 

廃棄物対策におけるメタン等排出削減

対策技術、反芻家畜からのメタンの排出

低減化技術を開発すると同時に農業施

設等における省エネルギー化、新エネル

ギー利用技術を開発する。(農水省、国交
省、環境省) 

窒素については▲0.5％にすると同
時に、省エネルギー化及び新エネル

ギー利用の推進をはかるなどして、

途上国を含む地域の削減・適応策立

案、推進、ポスト第一約束期間の削

減目標設定／達成、温室効果ガス濃

度の安定化に貢献する(農水省、国
交省、環境省) 

○ ⑮含ハロゲン温室効果

ガス排出削減対策 

代替フロン等３ガスについて京都

議定書目標達成計画に定められた

削減計画に資する技術開発を実施

する。さらに、代替フロン等３ガ

スおよびその他の含ハロゲン温室

効果ガスの排出削減に資する技術

として、既に使用済み製品の廃棄

に伴う回収・無害化処理、代替品

開発、代替技術開発等の研究開発

を行い、京都議定書第一約束期間

以降の温室効果ガス排出削減を目

指す。 

• 2012 年度までに、業務用冷凍空調機器
に係る自然冷媒利用技術の改良、安全対

策、新規冷凍サイクル、マグネシウム鋳

造時に使用しているカバーガスとして

ＳＦ６の使用量を削減する技術、安価で

製造、使用が可能な代替ガス、噴射剤や

噴射システム、断熱材、高効率除害設備

等代替フロン等３ガスの排出抑制に資

する技術を開発する。(経産省) 

• 2012 年度までに、京都議定書目標
達成計画に定められた代替フロン

等３ガスの目標を達成する。(経産
省) 

○ ⑯自然吸収源の保全と

活用 

京都議定書において、植林と森林

管理活動による二酸化炭素吸収が

対象となり、国レベルの正確な吸

収量評価が求められている。今後、

森林生態系全体の吸収源機能が対

象となり、全炭素収支手法が必要

となる可能性を踏まえ、方法論の

確立が求められる。衛星観測を含

む観測、森林施業に伴う炭素収支

変化のプロセスモデル、持続的な

森林管理技術等を通じて、森林等

の自然吸収量や都市緑化による吸

収量の定量的評価とその拡大に資

する研究開発等を実施する。 

• 地球環境変動観測ミッション(GCOM)や
陸域観測技術衛星(ALOS)により陸域表
面の詳細な観測を継続して実施し、森林

域における土地利用の変遷の解明や樹

木中の炭素ストックの変動の解明とあ

わせて森林に固定されている炭素量を

GIS で全国的に評価する新たな森林資
源モニタリングシステムなどを開発す

る。(農水省、文科省) 
• 乾燥地等への植生拡大のための技術や
都市緑化等による二酸化炭素吸収機能

の定量的評価技術を開発し、植林範囲の

拡大や都市緑化の普及を目指す。(経産
省、国交省) 

• GCOM、ALOS 等による陸域植生
に対する高頻度での長期観測及び

高空間分解能での詳細な観測から、

全球的な植生分布の把握とその変

化、特に人間活動の影響の把握を可

能とし、二酸化炭素の自然吸収源の

保全に活用して、2010 年度までに
我が国の森林経営による吸収量と

して、基準年総排出量比で、約 3.9％ 
程度の吸収量を確保する。(農水省、
文科省) 

• 大規模植林の推進に資する技術開
発を行い、都市緑化等については、

1990 年度の水準から基準年総排出

9



量比で▲0.02％の水準（約 28 万
t-CO2）にすることを目標とする。
(経産省、国交省) 
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水・物質循環と流域圏研究領域 案 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム１: 水･物質循環と流域圏の観測と環境情報基盤の構築 

◎ ①地球規模の観測によ

る地域の水循環変動

情報基盤の形成 

【気候変動研究領域の

「観測とモデルを統合し

た地球規模水循環変動

の把握」と連携して行

う】 

地球規模から都市規模まで様々な

スケールの観測を統合し、地域の

水・物質循環、自然・人間社会系

の水循環経路における水利用量・

環境負荷量などに関わるデータや

情報等を収集する地球観測システ

ムの構築、流域圏・都市構造にか

かわる情報収集と把握、情報の統

合手法の改良、そして、そうして

得られる情報の蓄積、統合、なら

びに情報発信に関わる環境情報基

盤の形成を行う。 

• 世界中の降水量を10km空間解像度で観
測し、国際協力により 3時間おきの全球
データを提供することを目的とした全

球降水観測計画（GPM）での高精度観測
を実現するため、2010 年度までに世界
初の衛星搭載二周波降水レーダ（DPR）
を開発する。(総務省、文科省) 

• 2015 年度までに、衛星、海洋、地上観
測等から得られる陸域－陸水域－地圏

－沿岸域の多様な自然環境基盤データ

や、都市や農村の経済活動に伴う水・

熱・物質循環などの情報を、GIS等を用
いて統合（メタデータの整備等）・加工

（同化等）し、地域－流域―地方－国の

各階層でのアップスケーリング，ダウン

スケーリングを行える手法を開発して、

水圏管理や農地・森林管理、環境管理に

かかわる政策決定や、気候変動や水循

環、気象等の予測研究などに利用可能な

データセットを作成し、利用しやすいイ

ンターフェイスによって準リアルタイ

ムに公表・提供・共用できる一貫したシ

ステムを構築する。(文科省、農水省、国
交省、環境省) 

• 2015 年度までに、全球の降水分布
を高精度で観測可能とすることに

より、地球規模から地域規模にわた

る水循環の全容をより詳細かつ正

確に把握できるようにする (総務
省、文科省) 

• 地球観測の多様かつ膨大なデータ
に基づいて、地域・流域における気

象予報精度の向上、健全な水循環の

保全・再生や、干ばつ・洪水の極端

現象による生態系や人間社会への

ダメージの未然回避対策、自然共生

型の都市・流域圏を実現するための

適正な管理指標の作成など、政府・

団体等の意思決定や対策行動など

の行政支援、国民生活の安全と快適

さの向上に役立つ情報が提供でき

るようになる。(文科省、国交省、
環境省) 

プログラム２: 水・物質循環変動と流域圏・都市のモデリング 

○ ②水・物質循環の長期

変動や水災害の予測

とリスク評価 

極端な水文・気象現象を含む水･物

質循環シミュレーションモデルの

構築およびアンサンブル予報やデ

ータ同化などの新たな手法による

モデルの高精度化。さらに、自然

• 2010 年までにアジアモンスーン域の湿
潤帯、乾燥帯特有の気象、土地被覆、人

間適応の実態を反映した、流域水循環、

水資源変化予測モデルやヒートアイラ

ンドの影響を考慮可能な都市スケール

• 2030 年までに途上国を含むアジア
モンスーン地域において、人工・自

然改変に伴って地下水を含む水循

環がどう変化するかを予測するモ

デルの開発や気候変動影響評価、都
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の気候変動や土地被覆・土地利用、

そして生産・消費活動の変化など

地球規模から都市規模に至る様々

なスケールの水・物質循環の変動

要因に、水供給･処理能力、防災能

力といった人間社会の変動受容能

力を勘案して、地下水の質と流動

を含む水・物質循環の長期変動や

水災害リスクの定量的な推定とそ

の対策に関する研究を行う。 

の集中豪雨の予測モデルを確立し、気候

変動による極端事象の出現確率の変動

を含む降水量予測情報を活用した水マ

ネジメント手法を開発する。(文科省、国
交省、環境省) 

市型集中豪雨の高精度予測を実現

し、それらの予測情報を利用した水

マネジメント手法を開発すること

により、水循環に関わる極端事象に

よる水災害の被害軽減に貢献する。

(文科省、国交省、環境省) 

○ ③水・大気・緑・広域生

態系複合の流域圏・

都市構造のモデリン

グ 

【生態系管理研究領域

の「広域生態系複合に

おける多様な生態系サ

ービスの評価と管理シ

ステム」と連携して行う】 

地域・都市の存立基盤である流域

圏をベースとした、水・大気・緑・

広域生態系複合(ランドスケープ)
等の生態系を含む地域環境基盤と

都市構造･人間活動の係わりにつ

いての予測モデルの開発に関する

研究。流域圏計画と都市計画・緑

に関わる計画、地域環境計画等が

連動した流域圏･都市構造の健全

化のための環境容量の解析、大気

や水と緑の量・質・ネットワーク

の調査・解析、景観特性の評価等

についての研究を行う。 
 
 
 

• 2010 年度までに、森林から農地・都市
に至る流域圏において、植物生態系・都

市生態系と地下水を含む水圏・地圏での

水・熱・物質の相互作用を考慮したモデ

ルに、土地利用変化等の人間活動の影響

評価モデル、社会経済的な利害得失モデ

ル、生態系機能評価モデル、堆肥や化学

肥料由来の窒素の土壌中の挙動モデル、

流域生態系から地下水水質への影響評

価モデル、対策による効果変動モデル等

を結合することにより、湖沼を含む流域

内や海域における水・物資循環のシミュ

レーション技術を開発し、栄養塩類の上

流からの流出負荷量及び中下流域にお

ける栄養塩類の動態を流域レベルで評

価する手法、作物による利用効率の高い

土壌管理・施肥技術、地域経済を加味し

た栄養塩類の流出管理を目指した流域

管理シナリオ、順応的環境マネジメント

に必要な予測推定情報などの開発・作成

を可能とする。(農水省、国交省、環境省)

• 土地利用改変、経済活動変化、河川
開発、気候変動等の人間活動が湖沼

や海域を含む水・熱・物質循環に及

ぼす影響を検討し、自然と共生する

都市・流域圏、湖沼環境、農林水産

業のマネジメントを実現する (農
水省、国交省、環境省) 

プログラム３: 対策・管理のための適正技術の開発 

○ ④国際的に普及可能で

適正な先端水処理技

社会的に受容されるコストと環境

負荷削減のバランスがとれた汚水

• 2014 年頃を目途に異臭味被害や水質事
故を解消するため、既存対策に加えて導

• アジア域にも適用可能な汚染監視
技術、汚染除去技術、下水処理技術、
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術 と生活用水等の水処理技術や再利

用技術の適用条件の体系化と適正

技術の開発・提示、ならびに、先

進各国などへの商業的普及が期待

されるような先端的な膜技術や微

生物群を利用した水マネジメント

技術を開発し、持続的な水利用を

実現する。 

入可能な、汚染物の監視や浄水技術の開

発、水源から給水栓に至るまでのリスク

低減方策を開発する。(厚労省) 
• 2010 年度までに、新しい微生物群を利
用する効率的な高度処理技術、微量化学

物質を除去する下水処理法、簡便・安価

な生活系排水処理技術の開発ならびに

発展途上国への適用可能性の評価を実

現する。（文科省、国交省） 
• 生物多様性・生物生息空間の保全も目的
の一つとする大都市，農村－都市での水

資源利用・有機物循環の量と質とを最適

化する水環境制御技術、天水農業地帯に

おける節水栽培技術の開発・改良を進め

る．(農水省、環境省) 

節水技術の開発・普及により安全な

飲み水への安定したアクセスを可

能とする。(厚労省、文科省、農水
省、国交省、環境省) 

• 2009 年までに異臭味被害を半減
し、2014 年頃を目途に異臭味被害
や水質事故をできるだけ早期に解

消する。(厚労省) 

○ ⑤食料生産・農林生態

系における適正な水

管理 

世界の農地・灌漑データベースの

開発、農地および農林生態系にお

ける水ダイナミクスの解明と流域

水循環へ及ぼす影響の評価、栽培

技術の革新と連携した節水技術並

びに用排水管理システムの開発、

土地・水条件を考慮した農法・農

業技術の選択と評価などに関わる

研究。 

• 2010 年度までに、農村流域の陸水・地
下水系を対象に農地・水利システム等を

介した水資源の動態を、水量に加えて農

薬等化学物質、窒素・リン等水質汚濁物

質、懸濁物質等環境負荷物質といった水

質の面からも解明するとともに、水循環

の健全性評価のための水利・水質モデル

を構築し、循環系の保全・回復・増進に

向けた新たな資源利活用手法、汚染原因

の速やかな除去技術を開発して削減対

策を提示する(農水省、環境省) 
• 2015 年度までに、環境負荷物質のモデ
ル流域における流出予測モデル及び流

域水質評価法を開発し、農業生産に伴う

面源負荷及び多様なその対策技術の現

地適合性の検証を行い、水利施設等の資

源利活用手法、水環境保全、上下流の連

携を含む水循環系管理手法を開発する

(農水省) 

• 自然と共生した農林水産業を展開
するため、森林から沿岸域までの

水･物質循環の機構や生態系の機能

を解明するとともに、産業活動が生

態系へ及ぼす影響を評価し、面源負

荷削減対策の効果を高め、農林水産

生態系の機能を維持・向上させる技

術及び流域圏環境を総合的に管理

する手法の開発に貢献する。(農水
省、環境省) 
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重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

○ ⑥閉鎖性水域・沿岸域

環境修復 

流域汚濁負荷の特定、削減に関す

る技術、良好な水域の水・物質循

環を実現するための流域施設整備

の要素技術や普及のための社会技

術、および生態系研究と連携した

流域の水・物質循環や水環境改善

等のための技術に関する研究を行

う。 

• 陸域、海域それぞれについて人為的改変
等が水域生態系に及ぼす影響など流域

圏から海域にわたる負荷と生態系への

影響を明らかにし、栄養塩の動態評価モ

デル、系藻類等赤潮の発生予測手法、食

害制御等による藻場修復技術、そして新

しい微生物群を利用する効率的な高度

水処理技術など開発して管理・再生技術

の有効性を評価すると共に、閉鎖性海域

の水質・水質、干潟の管理・再生手法を

検討する。(農水省、国交省、環境省) 

• 政府・自治体・ＮＰＯなどが推進す
る個別の海域・流域の再生事業を推

進し、劣化した藻場や沿岸環境を修

復して、自然共生型の都市と流域圏

を適正に管理する(農水省、国交省、
環境省) 

プログラム４: 健全な水・物質循環と持続可能な流域圏・都市の保全・再生・形成 

○ ⑦健全な水・物質循環

マネジメントシステム

の構築 

地球規模から都市規模に至る様々

な気候・水・物質循環変動や水代

謝、土地被覆や土地利用などの広

域生態系複合の変動、ならびに人

口の増減などの社会変動と連動し

ている流域圏・都市の水・物質循

環の保全・再生・形成シナリオの

設計・提示。水・物質循環に関わ

るステークホルダーの合意に基づ

く流域マネジメントを実現するた

めの情報共有・合意形成を含む問

題解決型・実践型研究を行う。 

• 2010 年度までに、地球シミュレータに
よる全球的気候変動予測や高精度な領

域／局所モデルの作成と、それを用いた

アジアモンスーン水循環の高精度把握、

ならびに森林から農地・都市に至る流域

圏における土壌の保水性や透水性のモ

デル化による流出予測、土壌保持力モデ

ル、土地利用変化等の影響評価モデル等

を構築し、流域水循環の健全性を評価す

るための指標作成を行い、地域の特性に

応じたリスク削減技術やリスクを低減

させる水利用システムの検討、流域圏水

環境の保全・再生シナリオの設計手法、

及び施策効果の把握・説明手法を開発す

る。(農水省、文科省、国交省、環境省)

• 情報共有により住民の環境意識、参
加意識を高め、生態系、水循環、都

市のあり方などを考慮した持続型

社会を実現するため、2010 年まで
に、日本を中心としたアジアモンス

ーン地域におけるモデル流域圏で

自然と共生する流域圏の多面的機

能の評価や保全・再生シナリオの設

計・提示、産業活動が生態系へ及ぼ

す影響の評価、陸水循環過程の解明

と水資源の安全性に関わるリスク

マネージメントシステムの構築を

行う。(農水省、文科省、国交省、
環境省) 

◎ ⑧自然と共生する流域

圏・都市を実現する

社会シナリオの設計 

人口の増減や社会活動と連動させ

た広域生態系複合(ランドスケー
プ)等の主としてわが国における
流域圏・都市の保全・再生・形成

に関するシナリオの設計・提示。

• 2010 年度までに、都市緑化や民有地に
おける緑の保全・創出などによる水と緑

のネットワークの形成や、自然科学と社

会経済的な環境情報を融合した環境情

報システムの構築、また、経済発展と都

• 日本を中心とするアジア地域にお
いて、自然共生型の都市と流域圏を

実現し、生態系、水循環、農林水産

生態系の機能、都市とその水と緑の

ネットワークが適正に管理され、か
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流域圏計画、都市計画、緑に関わ

る計画、地域環境計画等を連動さ

せ、都市環境を改善し自然と共生

する流域圏･都市の保全、再生・健

全化、持続性の構築に至る問題解

決型・実践型研究を人文社会科学

と協働して行う。 

市化のあり方，農村と都市の関係の見直

し，巨大都市の再生等を支える環境改善

技術と実証社会実験に基づいて構築さ

れる持続性を考慮した環境管理モデル、

そして水田・水域・林地・漁港等の景観

要素の配置と管理状況等について GIS 
を活用した三次元画像シミュレーショ

ンと注視特性指標等を用いて定量的に

評価する手法の開発などにより、日本を

中心としたアジア地域において自然共

生型都市・流域圏や健全な水環境の保

全・再生シナリオ、地域固有の農山漁村

景観を形成するための設計手法、及び施

策効果の把握・説明手法を開発する。（農

水省、文科省、国交省、環境省） 

つ災害に強く環境負荷の低い持続

型社会を構築して環境の保全と経

済発展を両立させる社会モデルと

その移行シナリオを提示する(農水
省、文科省、国交省、環境省) 
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生態系管理研究領域 案 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム１: 生態系の構造・機能の解明と評価 

◎ ①マルチスケール

での生態系・生物多

様性の観測・解析・

評価技術 

 

人間と自然を含む広域生態系

複合（ランドスケープ）にお

いて、局所から広域にいたる

生態系の生産機能に係わる物

質循環と生物間相互作用の機

能解析、生物多様性と生態系

機能との関係及び生態系間の

相互関係の解明等、生物多様

性や生態系の理解を深める研

究とそれを可能にする観測・

解析及び脆弱性評価などの要

素技術の研究開発を行う。国

内に加え、豊富で多様な生

物・生態系を有し、日本の自

然と社会に影響を与えるアジ

ア太平洋地域における研究も

対象とする。 

 

• 2010 年までに侵入種の同定等の技
術（DNA チップによる野生生物影響

診断技術等）、生態系遠隔計測・診

断技術（衛星センサー等による高解

像度土地被覆分類技術等）等の高度

化・実用化により生態系の健全さの

把握を高度かつ広範に実施し、外来

種侵入を含む生態系保護のための

早期対策の基盤を提供する（環境

省） 

• 2010 年度までに、異種分解能デー
タを用いた広域マッピング技術や

ライダ計測技術を利用した３次元

林分情報解析手法など個別技術を

開発（農林水産省） 

• 2010 年度までに、特定海域におけ
る物質輸送について、深層生態系構

造と表層生態系との相互作用を解

明し、中深層性マイクロネクトンの

定量的モニタリング手法を開発す

るとともに、主要魚種についての餌

料・捕食者との関係の定量的解析及

び種間関係を考慮した個体群動態

モデルを開発（農林水産省） 

• 2010 年度までに河川（及びその周
辺環境に展開する）生態系・生物多

様性の調査・解析・評価手法を開発

し、生態系・生物多様性状況の実態

• 局所から広域に至る生態系・生物多
様性の観測ネットワークの構築と

データの較正と有効化に基づく生

態系基盤データ情報の整備をおこ

ない、構造・機能解析技術や脆弱性

評価手法の高度化を可能とする。こ

れを通して科学的知見に基づいた

森林・河川の整備・保全、水産資源

の持続的な利用、生物多様性の確保

のための有効な方策の検討を可能

とする。また、土地利用や人口分布

変化を視野に入れた持続可能な発

展のシナリオ等の検討に資する情

報が得られる（全体） 

• 生態系に関する情報基盤を提供し、
生物多様性の喪失対策を実施可能

にする（環境省） 
• 今後 20 年間にわたり農林水産生態

系の観測・解析技術を開発し、その

構造・機能を解明する。これを通し

て森林の有する多面的機能が持続的

に発揮される森林の整備及び保全を

推進することが可能となる（農林水

産省） 

• 生態系の観測・解析技術の開発によ
り、生態系の構成要素である有限な

水産資源の持続的な利用を可能に
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調査を可能とする。さらに 2020 年

までに全国実態調査を行う（国土交

通省） 

• 2015 年度までに、ALOS や調査船等
による高精度・高頻度観測を実施す

ることにより、生態系に人間活動が

広域スケールで及ぼす影響を把握

することによって、生態系管理の基

盤情報とする（文部科学省） 
 

する（農林水産省） 

• 河川（及びその周辺環境に展開す
る）生態系・生物多様性状況の全国

調査によりその実態を把握し、将来

の改善目標を提示可能にする（国土

交通省） 
• 生態系管理の基盤情報を整備する

ことによって、土地利用変化、人口

分布に伴う持続可能な発展と環境

影響のシナリオの作成可能にする

（文部科学省） 
 
重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム２: 生物資源利用の持続性を妨げる要因解明と影響評価技術 

○ ②土地改変及び環

境汚染による生物

多様性・生態系サー

ビスへの影響評価 

【化学物質リスク・ 

安全管理研究領域

の「生態系影響の予

見的評価手法の開

発」と連携して行

う】 

 

土地利用形態変化・改変、各

種汚染負荷の増大、外来生物

の侵入新興感染症の発生、土

壌浸食等の生物多様性と生態

系サービスの急激な低下が起

こっている。これらの土地改

変及び環境汚染等が生物多様

性・生態系サービスへ及ぼす

影響の把握とそのリスクを定

量的に評価する研究開発を行

う。生物資源の宝庫であるア

ジア太平洋地域における生態

系の変化・応答解析と影響評

価技術の開発も対象とする。 

 

 

• 2010 年度までに、土地利用変化の
経時的解析等による農村の生態系

空間構造の変動を定量評価する指

標を開発するとともに、農地におけ

る生物多様性を評価するための指

標生物を開発する（農林水産省） 

• 2010 年度までに、水路・森林等の
生態系ネットワークの分断による

影響を遺伝子マーカー等を用いて

定量的に評価する手法を開発し、土

地利用変化が生態系レベルでの多

様性に及ぼす影響を解明する（農林

水産省） 

 

• 土地改変や環境汚染による生物多
様性・生態系サービスへの影響評

価・予測技術が開発される。これを

通して、環境影響評価・環境計画等

を業とする産業の育成・発展に寄与

し、社会・経済活動と生態系・生物

多様性保全の両立と生態系の適切

な管理を可能なものとする（全体） 

• 農林水産生態系の変動メカニズム
を解明し、農林水産生態系の適正管

理を可能にする（農林水産省） 
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○ ③気候変動の生物

多様性・生態系サ

ービスへの影響

評価 

【気候変動研究領

域の「脆弱な地域

等での温暖化影

響の総合モニタ

リング」と連携し

て行う】 

地球温暖化による気候変動に

よって、生物の生育・生息適

地の変化、海面上昇による沿

岸生息地の喪失、有害生物や

病原微生物の侵入・定着・拡

大等が生じ、生物多様性・生

態系サービスは大きな影響を

うける。この気候変動による

個々の生物の応答や生物間相

互作用等を考慮した生態系影

響評価が適用できるような科

学的知見に基づく予測精度の

高いモデルの開発を行う。 

 

• 2015 年度までに、海洋・陸域生態
系における物質循環と生物間相互

作用を明らかにするため、衛星・地

上観測データの解析をパラメータ

として取り込んだ、海域生態系・炭

素循環モデル、陸域生態系・炭素循

環モデル、個体レベルに基づく全球

植生変動モデルを開発する（文部科

学省） 

• 2010 年度までに、地球温暖化等地
球規模の気候変動に対応した大洋

規模の海洋構造及び低次生産の変

動を解明する（農林水産省） 

• 2010 年度までに、気温・降水量・
二酸化炭素濃度などの変動環境下

における森林生態系の環境応答予

測モデルを開発する（農林水産省）

 

• 気候変動による生物多様性・生態系
サービスへの影響評価・予測技術を

開発する。これにより、地球規模で

の生態系・生物多様性変化が人間社

会に及ぼす影響に対する具体的な

対応策の検討を可能とする（全体） 

• 生態系管理を可能にするモデルを
開発・発展させることにより、気候

変動に伴う複合生態系変動を把握

可能にする（文部科学省） 

• 気候変動に伴う農林水産生態系の
影響を把握し、その評価を可能にす

る（農林水産省） 

 

 
重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム３: 生態系保全・再生のための順応管理技術 

○ ④陸域生態系の管

理・再生技術 

二酸化炭素吸収源や生物多様

性保全に寄与する森林の保

全・再生、荒廃した里山の管

理・再生、水質汚染と人工護

岸化等により生物多様性の減

少が著しい陸水域の修復、環

境保全型農業の振興、自然的

価値が高い中山間地の維持、

• 自然共生化技術の統合化・システ
ム化：自然共生型の流域圏を実現

するための技術を統合化して適用

するシナリオを明らかにする（環

境省） 

• 2010 年度までに流況変動評価技術
及び河川形状改善による保全・修

復技術を開発し、河川（陸水）生

• 絶滅危惧種を含む生物資源、森林・
陸水域・湿地・農業生態系の保全・

再生と持続可能な利用のための管

理・再生技術が開発される。これに

より各種陸域生態系の健全性の回

復と持続可能な利用を可能とする

（全体） 

• 自然共生型の都市と流域圏の実現
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拡散防止技術開発を含めた外

来生物の適切な管理等、絶滅

危惧種を含む生物資源、森

林・陸水域・湿地生・農業生

態系の保全・再生と持続可能

な利用のための管理・再生技

術の研究開発を行う。 

 

態系の回復を可能とする（国土交

通省） 

• 2010 年度までに、熱帯地域におけ
る森林の劣化度指標を策定、劣化二

次林や裸地化林地における郷土樹

種を用いた森林修復技術を開発す

る（農林水産省） 

• 2010 年度までに、魚類等の生息行
動特性解析に基づき野生小動物の

移動阻害要因を解消する農業水路

の縦横断方向の構造と、水田・水路

間移動性を確保する技術を開発す

る（農林水産省） 

 

に向け、その適正な管理を可能にす

る（環境省） 

• 失われた自然の水辺及び湿地のう
ち、回復可能な水辺及び湿地につい

て、それぞれ約２割、３割を再生可

能とする。また、モデル河川におけ

る具体的な生態系の保全・修復を可

能にする（国土交通省） 

• 農地・水・環境の保全と質的向上を
図り、農業が本来有する自然循環機

能を維持・増進することが可能にな

る。これを通して農業の持続的発展

と多面的機能の健全な発展を図る

ことが可能になる（農林水産省） 

 

○ ⑤社会経済活動と

両立した海域生

態系の管理・再生

技術 

沿岸を中心とした海域は、大

気との相互作用や河川水の流

入等の陸域からの影響による

栄養塩濃度・汚染物質濃度、

温度、流速分布の時空間変動

が大きい上に、養殖、海運及

び海岸開発などの社会経済活

動の影響による生態系の構造

変化が著しい。ゼロエミッシ

ョン型生物資源生産技術等、

持続可能な次世代沿岸海域生

態系利用に必要となる管理・

再生技術の研究開発を行う。 

• 2010 年度までに、海辺の自然再生

における個別の自然再生技術の開

発、評価技術を確立することによ

り、海辺の自然再生を可能とする

とともに、順応的施工・管理手法

を確立し、観測・評価と連動した

海辺の生態系管理を可能とする

（国土交通省） 

• 2010 年度までに、人工種苗の放流
効果評価手法を体系化し、沿岸・

内水面域資源の生産阻害要因を解

明する（農林水産省） 

•  2010 年度までに、栄養塩の動態評

• 社会経済活動と両立した海域生態
系の適正な管理技術を開発し、海域

生態系管理システムを構築する。こ

れを通して干潟等重要な海域生態

系の再生、沿岸・内水面域資源の持

続可能な利用を可能にする（全体） 

• 効率的な自然再生手法と順応的施
工・管理手法を開発し、失われた干

潟のうち回復可能な干潟の約３割

を再生可能にする（国土交通省） 

• 沿岸・内水面域資源の生産阻害要因
を解明し、その適正な管理を可能に

する（農林水産省） 
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 価モデル、珪藻類等赤潮の発生予

測手法及び食害制御等による藻場

修復技術を開発するとともに、沿

岸域資源の生理阻害要因を解明す

る（農林水産省） 

 

◎ ⑥広域生態系複合

における多様な

生態系サービス

の評価と管理シ

ステム 

【水・物質循環と流

域圏研究領域の

「水・大気・緑・

広域生態系複合

の流域圏・都市構

造のモデリング」

と連携して行う】 

森林、湖沼、草原、河川、農

地、都市等の生態系の相互関

係や、それらを含む河川流域

と沿岸海域までの広域生態系

複合（ランドスケープ）がも

つ多様な生態系サービスの総

合的評価技術、機能の健全性

を損なう要因の解明と除去な

らびに機能回復のための方策

を順応的に適用しつつ、産業

その他の人間活動における多

面的機能の持続可能な利用の

ための意志決定システムを含

む管理システムを構築する。 

 

• 2010 年度までに、水辺林・里山・
半自然草地など農地・森林・水域の

境界領域に位置する生態系の構造

と特有な生物種群を解明し、自然・

人為かく乱下でこれらが優占する

機構を解明する（農林水産省） 

• 2010 年度までに、地域固有の農山
漁村景観を形成するため、水田・水

域・林地・漁港等の景観要素の配置

と管理状況等について、GIS を活用

した三次元画像シミュレーション

と注視特性指標等を用いて定量的

に評価する手法を開発する（農林水

産省） 

• 2010 年度までに、国土全体のエコ
ロジカルネットワーク形成に向け

た都市域の水と緑のネットワーク

の形成・評価技術、生態系向上のた

めの緑地の保全・再生・創出・管理

技術を開発し、人間活動を含めた都

市域の自然環境の保全・再生・創

出・管理システムの構築につなげる

（国土交通省） 

 

• 広域スケールで、各種生態系の相互
関係の理解に基づき、科学的に生態

系を管理することが可能となり、持

続可能な生態系の保全と利用に向

けた取組みを効果的に実施するこ

とを可能とする（全体） 

• 都市と農山漁村の共生・対流を通じ
た地域マネジメントシステムの構

築により、豊かな環境の形成と多面

的機能の向上を可能にする（農林水

産省） 

• 生物多様性の確保に資する良好な
自然環境を保全・創出する公園・緑

地を概ね 2,400ha 確保することを可

能にする（国土交通省） 
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重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム４: 生物資源の持続可能な利用のための生態系管理を実現する社会技術 

○ ⑦生態系・生物多様

性の社会経済的

価値評価システ

ムの構築 

地方、国、アジア地域等様々

なレベルで、生態系サービス

の社会経済的価値（直接的利

用価値、炭素固定・地下水涵

養等の間接的利用価値、文化

的価値等）の評価システムを

構築し、生態系変化の社会・

経済への影響評価手法の研究

開発を行う。 

 

• 2015 年度までにアジア地域におけ
る持続的発展が可能な社会モデル

と移行シナリオの研究を行なう

（文部科学省、環境省） 

• 2010 年度までに、農地・森林・水
域・集落などを含めた農山漁村空

間のレクリエーション利用実態

を、特に空間利用と生物利用の両

面から解析し、それらの利用効果

を高めている要因を解明する（農

林水産省） 

 

• 生態系サービスの変化の社会・経済
への影響を定量的に評価し、生物資

源を含む生態系サービスが持続的

に享受できるように、維持・管理に

対する対価が明らかになる。このこ

とにより、科学的な根拠に基づき人

間と自然が共生した社会の構築を

目指した生態系の保全と持続可能

な利用に関わる政策オプションの

提示を可能とする。 

• アジア地域における持続的発展が
可能な社会モデルと移行シナリオ

を構築し、自然と人間が共生する社

会を実現可能なものとする（文部科

学省、環境省） 

• 都市と農山漁村の共生・対流を通じ
た地域マネジメントシステムの構

築により、農林水産業が持つ保健休

養機能ややすらぎ機能等を実際に

利用可能なものとする（農林水産

省） 
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化学物質リスク・安全管理研究領域 案 

 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（5 年、例） 研究開発目標（最終、例） 成果目標（アウトカム、例） 

プログラム１:化学物質の有害性評価・暴露評価・環境動態解析 

○ ①多様な有害性を

迅速に評価でき

る技術の開発 

 

正確で迅速な有害性評価を可

能にするとともに、長期の体内

蓄積や発現期間を有する影響、

複合影響などの新たな有害性

について予見的に評価する新

技術・新手法を開発する 

 

• 従来の手法に比べ、簡易かつ高精度
な in vitro 試験手法やトキシコゲノ
ミクス手法、シミュレーション手法

を活用した有害性評価手法を開発す

る（経産省、環境省） 

• 化学物質の有害性を評価するため
のトキシコゲノミクスやQSARを
用いた迅速かつ高精度な手法につ

いて、2015 年までに実用化する
（厚労省、環境省） 

 
 

• 2020 年までに化学物質によ
るヒト健康や環境への影響に

関するリスクの最小化を図る

（厚労省、環境省） 
• 適切な優先順位付けに基づく
効率的な既存化学物質の安全

性点検の実施、また、有害性

試験コスト低減及び製品開発

促進を図る（経産省、環境省） 
• 新たな有害性についての評価
手法の確立（環境省） 

○ ②生態系影響の

予見的評価手

法の開発 

【生態系管理研究

領域の「土地改

変及び環境汚

染による生物多

様性・生態系サ

ービスへの影響

評価」】 

化学物質の生態系への影響を

継続的に調査し評価するとと

もに、生態系の機能や構造変化

等に着目した新たな影響評価

手法の開発により、将来にわた

る影響を予測する 

 

• 農薬等の各種化学物質が水域生態系
に及ぼす影響を評価するため、新た

な指標生物を選定するとともに、作

用機構に基づく生態系影響評価法を

開発する（農水省） 
• 水域生態系のリスク評価手法をより
高度化するとともに、陸域生態系の

リスク評価手法を開発し、実用化す

る（環境省） 

• 2015年度までに、指標生物等に基
づく農薬等の各種化学物質の生態

系影響を評価、トータルリスク評

価指標を策定する（農水省） 
• 2015年までに、野生生物（生物個
体（群））の継続的観察等により、

生態系影響の早期発見、適切な評

価に資する知見を集積する（環境

省） 
• 水域及び陸域の生態系や個々の個
体群への影響をより的確に捉える

ための新たな有害性・リスク評価

法を開発し、実用化する。（環境省）

• 農薬等の各種化学物質が生態
系に及ぼす影響を評価するた

め、指標生物等を用いた影響

評価法等の開発に貢献する

（農水省） 
• 化学物質による生態リスクの
最小化に寄与（環境省） 

○ ③環境動態解析と

長期暴露影響

予測手法の開

発 

残留性物質や過去からの負の

遺産のヒトおよび生態系への

影響評価とそれらの長期予測

を行うため、発生源や暴露経

路、暴露量などを推定可能な高

度環境動態モデルを開発する 

 

• 耕地土壌におけるヒ素の形態別分布
及び鉛等の全国的分布実態を解明す

る（農水省） 
• 農薬等化学物質、窒素・リン等水質
汚濁物質、懸濁物質等環境負荷物質

の公共水域への流出の動態を解明す

る（農水省） 

• 2015年度までに、耕地におけるヒ
素・鉛等の有害微量元素の形態変

化を解明し、作物吸収予測モデル

を開発する（農水省） 
• 2015年度までに、環境負荷物質の
モデル流域における流出予測モデ

ル及び流域水質評価法を開発し、

• 有害化学物質の農林水産生態
系における動態の把握、動態

予測モデルの開発等に貢献す

る（農水省） 
• 製造、使用（含有製品の使用
を含む）及び廃棄の各段階か

らの排出量を用いた精緻なリ
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• 対象品目の拡充による窒素収支算定
システムを高度化、酸性化物質の動

態モデル及び窒素フローの予測手法

を開発（農水省） 
• 作物・土壌中の有機塩素系農薬等汚
染物質等の GC-MS を利用した ppt
レベルの極微量分析法を開発 （農水
省） 

• ESD（Emission Scenario Document）ベー
スの精緻な排出量推計手法を開発す

る（経産省） 
• 製品からの直接暴露に対応する暴露
評価手法・リスク評価手法を開発す

る（経産省） 
• 地域レベルから広域レベルまで地域
スケールに応じた環境動態モデルを

開発する（経産省） 
• 国内及び東アジアにおける POPs の
モニタリング体制を整備し、POPs
による汚染実態を把握する（環境省） 

• 環境計測・分析技術の高速化、高機
能化、実用化と普及（環境省） 

農業生産に伴う面源負荷及びその

対策技術を評価する（農水省） 
• 2015年度までに、流域、全国、東
アジア等スケールの異なる窒素及

び酸性化物質の循環モデルの統合

化手法を開発（農水省） 
• 2015年度までに、作物・土壌中の
有機塩素系農薬等極微量汚染物質

の簡易抽出法を開発し、作物・土

壌等の分析マニュアルを策定する

（農水省） 
• 環境中の化学物質の残留実態を継
続的に把握し、情報の蓄積するシ

ステムを構築するとともに、環境

動態モデルを活用したリスク管

理・対策支援を行う。（環境省） 
• 2015年度までに、国内及び東アジ
アにおける環境中化学物質の環境

動態を精緻に予測する手法を確立

する（環境省） 

スク評価に基づく、適切なリ

スク管理・削減対策の提言（経

産省） 
• 精緻な暴露評価・リスク評価
に基づく、適切なリスク管

理・削減対策の提言（経産省） 
• ヒトへの直接暴露によるヒト
健康への精緻なリスク評価が

可能となり、適切なリスク管

理・削減対策の提言（経産省） 
• 環境中化学物質の継続的な実
測データと精緻な環境動態モ

デルからの長期暴露影響評価

により予防的な環境リスクを

対策（環境省） 
• 簡易測定法の実用化･普及に
伴い、汚染調査の迅速化およ

び経済的負担の軽減（環境省） 

○ ④環境アーカイブ

システム構築と

利用技術 

環境問題の特性・環境科学にお

ける不確実性を考慮し、環境試

資料を経時的に保存すること

が可能なアーカイブシステム

の構築を行い、将来、新事実が

判明した際に参照可能とする 

• 疫学的手法を利用して、化学物質の
暴露と次世代の健康影響（又は発ガ

ン）等に関する因果関係について検

討する（厚労省） 
• 既存のタイムカプセル棟を活用しつ
つ、各種汚染物質のより高度な遡及

的分析のための採取、保存法を確立

する（環境省） 

• 2015年度までに、職業性喘息など
化学物質への曝露に起因する主要

な作業関連疾患について、サーベ

イランスの基盤を確立する（厚労

省） 
• 将来、新事実が判明した場合や、
画期的な新規分析技術の開発がな

された場合に対応して、適宜保存

試料の分析を行い、当時の分析法

及び分析結果の検証を行う（環境

省） 
• 2015年度までに、既存のタイムカ
プセル棟を活用しつつ、より高度

な暴露評価、リスク評価の遡及的

実施のための採取、保存方法を確

• 新事実や新技術に対応した環
境試料の遡及的分析を行う体

制を構築・運用し、環境残留

実態の推移を的確に把握する

（環境省） 

23



立（環境省） 
プログラム２: 化学物質のリスク評価管理・対策技術 

◎ ⑤新規の物質・技

術に対応する予

見的リスク評価

管理 

新規に開発される物質やナノ

テクノロジーなどの新技術に

よって生成する物質による新

たなリスクを予見的に評価し、

管理する手法を開発する 

 
 

• バイオ技術の活用による廃棄物処理
における有害化学物質等に関する簡

便な安全性評価、環境リスク管理の

技術開発を行う（文科省） 
• ナノ粒子のキャラクタリゼーショ
ン、計測技術の開発とともに、科学

的知見に基づくナノ粒子のリスク評

価手法を開発する（経産省）（再掲） 
• 同質の化学物質群ごとのリスク評価
手法を開発する（経産省） 

• 船舶用有機スズ系塗料(TBT 塗料)の
禁止に伴い、普及が進む非 TBT代替
塗料の海洋生態影響のリスク評価技

術を開発する（国交省） 
• 自動車排ガスから排出される極微小
粒子（環境ナノ粒子）の有害性に関

する知見の集積（環境省） 

• 2015年頃までに、トキシコゲノミ
クスや QSARを用いた、化学物質
の有害性を検出するための迅速か

つ高精度な手法について実用化す

る。（厚労省、環境省）（再掲） 
• ナノマテリアルについて、2015年
までに健康影響の評価方法を開発

する（厚労省、環境省） 

• 廃棄物・バイオマスの処理に
関する安全評価、管理技術を

確立し、バイオマス利用の安

全性向上に貢献する（文科省） 
• 2020 年までに化学物質によ
るヒト健康影響に関するリス

クの最小化を図る（厚労省、

環境省） 
• ナノ粒子の測定方法、りスク
評価指針、ナノ材料管理指針

等を国際的な枠組みに反映さ

せる（経産省） 
• リスク評価の効率化を図ると
ともに、リスクが相対的に小

さい代替物選択、製品開発の

促進による国際競争力強化

（経産省） 
• 海洋生態への新たな悪影響を
防止する（国交省） 

• 予防的な環境リスクの管理体
制の構築と環境リスクの最小

化（環境省） 

○ ⑥高感受性集団

の先駆的リスク

評価管理 

最先端の分子生命科学の成果

などを活用し、小児など化学物

質暴露に対して脆弱な集団に

配慮した先駆的なリスク評価

管理手法を開発する 

 

• 化学物質の免疫、及び、神経かく乱
作用に関する評価手法の開発、知見

の集積（環境省） 
• 妊婦や胎児等の感受性の高い集団へ
の影響の評価手法の開発（環境省） 

• 化学物質の子供の影響について、
2015 年までに基礎的な知的基盤
を整備するとともに、影響評価法

を完成する（厚労省） 

• 2020 年までに化学物質によ
るヒト健康影響に関するリス

クの最小化を図る（厚労省、

環境省） 

◎ ⑦国際間協力の

枠組みに対応

するリスク評価

管理 

【資源循環技術研

究領域の「国際

国際的規制など国際間協力の

枠組みに対応し、国際貢献とと

もに世界を先導する、ライフサ

イクル的思考を基礎とするリ

スク評価・管理スキームを構築

する 

• ナノ粒子のキャラクタリゼーショ
ン、計測技術の開発とともに、科学

的知見に基づくナノ粒子のリスク評

価手法を開発する（経産省）（再掲） 
• 国際的動向を踏まえつつ GHS 分類
に関する情報や有害性に関する情

• 2015年頃までに、化学物質の子供
への影響について知的基盤を整備

するとともに、影響評価手法を完

成する（厚労省） 
• 2015年頃までに、トキシコゲノミ
クスや QSARを用いた、化学物質

• 2020年頃までに、化学物質に
よるヒト健康影響に関するリ

スクの最小化を図る（厚労省） 
• ナノ粒子の測定方法等の ISO 
での議論への反映とともに、

ナノ粒子リスク評価指針、ナ
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３Ｒに対応した

有用物質利用・

有害物質管理

技術」と連携し

て行う】 

 

報、リスク評価情報などを整備する

（経産省、環境省）（再掲） 
• ライフサイクルに応じた、ESD
（Emission Scenario Document）ベ
ースの精緻な排出量推計手法や製品

からの直接暴露に対応する暴露評価

手法・リスク評価手法を開発する（経

産省）（再掲） 
• POPs 条約の有効性の評価に資する
国内及び東アジアにおける POPs モ
ニタリング体制を主導的に整備する

（環境省） 
• UNEPにおける国際的な有害金属対
策の検討に主導的に対応するため、

国際的観点からの有害金属対策戦略

を策定する（環境省） 

の有害性を検出するための迅速か

つ高精度な手法について実用化す

る（厚労省、環境省）（再掲） 
• 2015年頃までに、生体内計測法を
含め、ナノマテリアル等ナノテク

ノロジーによる材料のヒト健康影

響の評価方法を開発する（厚労省）

• POPs 条約対象物質の拡大等の国
際動向に適宜対応しつつ、国内及

び東アジアにおける POPs モニタ
リング体制の運用に貢献する（環

境省） 
• 2015 年度までに製品の全ライフ
サイクルを通じた化学物質環境リ

ス低減方策を確立する（環境省）

ノ材料管理指針等OECDでの
ナノ材料の管理のあり方に係

る議論への反映（経産省）（再

掲） 
• 製造、使用（含有製品の使用
を含む）及び廃棄の各段階か

らの排出量を用いた精緻なリ

スク評価に基づく、適切なリ

スク管理・削減対策の提言（経

産省） 
• 東アジア地域における POPs
の汚染実態把握や新規 POPs
の検討等、POPs 条約に適切
に対応し、POPs の削減・廃
絶に貢献（環境省） 

• UNEPにおける国際的な有害
金属対策の検討に主導的に対

応し、有害金属に係る環境汚

染の未然防止に寄与（環境省） 

○ ⑧共用・活用を可

能にする情報蓄

積とデータベー

ス構築 

リスクを低減するために必要

不可欠な情報を一元的にアク

セスでき、市民による活用も可

能なデータベースを官民学協

調体制のもとに構築する 

• 国内で年間 100 t 以上製造・輸入さ
れている化学物質の化学物質管理情

報を整備すると共に、国際的動向を

踏まえつつ GHS 分類に関する情報
や有害性に関する情報、リスク評価

情報などを整備する（経産省、環境

省） 

•  • 化学物質の有害性情報等を的
確に提供することにより、利

便性を高め、各主体（国、地

方公共団体、事業者、市民）

による環境リスク最小化のた

めの行動を促進する。（環境

省） 

◎ ⑨リスク管理に関

わる人文社会

科学研究の推

進 

リスク管理の優先順位と手法

を選択する際に重要となる費

用便益分析、より効果的なリス

クコミュニケーション手法、よ

り満足度の高い合意形成のあ

り方などの問題に対して、広く

人文社会科学的な見地から問

題解決を図る 

• マルチプルリスク社会におけるリス
クトレードオフに対応した社会経済

分析手法の開発（経産省、文科省） 
• 化学物質の環境リスクの概念の理解
と普及を促進するため、理解の現状

や各主体（国、地方公共団体、事業

者、市民）によるリスクコミュニケ

ーションの実態を調査し、今後各主

体が取り組むべき方策を提言する。

（環境省、文科省） 

• 提言された方策について、モデル
的な取組を通じて効果を検証し、

効果的なリスクコミュニケーショ

ン方策を確立する。（環境省） 

• 健康改善効果等の費用便益分
析による異種のリスクの比較

を行い、リスク受容に係る社

会を醸成する（経産省） 
• 環境リスクに基づく各主体の
適切な判断と行動を促進す

る。（環境省） 

○ ⑩リスク抑制技 化学物質によるリスクを低減 • 残留性有機化学物質の吸収抑制技術 • 2015年度までに、稲・大豆等の作 • 有害化学物質の分解無毒化技
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術・無害化技術

の開発 

する技術、例えば、排出量削減

技術、無害化技術、代替品・代

替手法などを開発する 

 
 
 

と、ファイトレメディエーションを

用いたカドミウム等の除去技術を開

発する（農水省） 
• 難分解性有機物・重金属等のバイオ
レメディエーション技術、浄化資材

による汚染土壌洗浄技術、農地から

の有害物質の拡散防止技術を開発す

る（農水省） 
• 国際的な規制を先取りできる揮発性
有機化合物を放出しないアウトガス

ゼロプラスチックを開発する（経産

省） 
• 自動車、船舶の生産、利用過程用で
揮発性有機化合物の排出低減技術を

開発する（国交省） 
• 油・有害液体物質の排出・流出によ
る海洋汚染防止対策技術(流出拡散
モニタリング、環境リスク評価、新

たな油回収装置など)を開発する（国
交省） 

物における低吸収性品種の利用等

によるヒ素・鉛等重金属の吸収抑

制技術を体系化し、土壌管理指針

を策定する（農水省） 
• 2015年度までに、有害化学物質の
分解微生物を利用した汚染土壌の

浄化技術を開発する（農水省） 

術、土壌から農作物への吸収

抑制技術等の開発を通じて、

リスク低減化対策に貢献する

（農水省） 
• 2030年度までに、工場等の固
定発生源からの揮発性有機化

合物の排出を 2000年度比で 5
割削減する（経産省、国交省） 

• 窒素酸化物及び粒子状物質の
排出削減により大気環境基準

を確実に達成する（国交省） 
• 有害物質事故対策のための

OPRC 条約議定書に的確に対
応した油・有害液体物質によ

る海洋汚染防止対策を確立す

る（国交省） 
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資源循環研究領域 案 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム１: 資源循環型社会における生産・消費システムの設計・評価・支援技術 

◎ ①効果的な３Ｒ実践の

ためのシステム分析・

評価・設計技術 

リデュース、リユース、リサイクルの

いわゆる「３Ｒ」を効果的に進めるた

め、資源の採掘、原材料や製品の

生産、消費、維持管理、リサイクル、

廃棄にわたるライフサイクル全般を

とらえ、物質フロー分析(MFA)などの

体系的な現状把握・分析技術、ライ

フサイクルアセスメント（LCA）など３

Ｒの効果の評価技術、技術システム

と社会システムの統合による資源循

環システムの設計技術等の開発・高

度化を行う。 

• 2010 年までに建設廃棄物のうちリサイクル
可能なものに対して経済的な評価手法を

確立する。【国交省】 

• 2010年までに、ＭＦＡ、ＬＣＡ等を用いて、地
域分散型、広域連携型、中核拠点型、国際

連携型などの各種資源循環技術のシステ

ム設計を行う手法を確立する。【経産省・環

境省】 

• 2010 年までに、マテリアルリサイクル、ケミ
カルリサイクル、サーマルリカバリーなどの

異なる種類のリサイクル手法の効果やそ

れに要する費用を、LCA や平易な指標で

わかりやすく表現する手法を開発する。【環

境省】 

• 2010年までに、家電・自動車・PC等の主要
なリサイクル対象品目について、ライフサイ

クルフローを定量的に把握するとともに、

種々の社会動向の影響による将来の新た

な資源循環の対象品目を予測する手法を

開発する。【環境省】 

• 2010 年度までに、リサイクル率を一
般廃棄物で 24%（2003 年度は 17%）、

産業廃棄物で 47%（2003 年度は 46%）

とする。【経産省】 

• 2010 年度までに、最終処分量を一般
廃棄物・産業廃棄物とも 2000 年度比

で半減する。【経産省】 

• 資源生産性を 2010 年度において
2000 年度に比して概ね４割向上（約

39 万円／㌧）させる。【経産省】 

• 建設工事から発生する産業廃棄物の
再資源化率を、2010 年までに 91％に

する。【国交省】 

• 国内外の地域特性に応じた資源循環
技術等の整備のあり方を提示し、循

環型社会形成基本計画に定められた

物質フロー指標の目標の達成度と、

各種資源循環技術システムの導入に

よる効果の関係を定量的に明らかに

する。【環境省】 

• 異種のリサイクル手法間の費用・効
果の比較結果を示し、国が誘導・促

進すべきリサイクル技術システムの

方向性を示す。【環境省】 

• リサイクル対象品目のライフサイクル
フローの把握結果を個別リサイクル

法の見直しに供するとともに、将来の

新たな資源循環の対象品目の予測

結果を技術開発戦略に反映させる。

【環境省】 
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○ ②３Ｒ推進のための社

会システム構築支援

技術 

３Ｒを推進するためには、個々の技

術開発だけではなく、これらを社会

の中に仕組みとして組み入れること

が重要であることから、３Ｒに関わる

制度・政策、消費者とのコミュニケー

ション、環境教育などのソフト技術を

含めて、３Ｒを社会に定着させるた

めの支援技術を開発する。 

• 全ての素材・製品について３Ｒし易い環境
配慮設計を可能とする技術開発のための

基盤を確立する。【経産省】 

• 2010 年までにリサイクル材料が一般材料
と同等の市場流通性を確保するためのビ

ジネスモデルを確立する。【国交省】 

• 2010 年までに、循環型社会実現のための
社会・経済システムの転換シナリオを複数

提示する。【環境省】 

• 2010 年までに、製品分野（自動車、パソコ
ン、家電、電池、建材等）ごとに構築されて

いる、製品リサイクルスキームや法律の効

率的統合化の方向性を提示する。【環境

省】 

• 2010 年度までに、リサイクル率を一
般廃棄物で 24%（2003 年度は 17%）、

産業廃棄物で 47%（2003 年度は 46%）

とする。【経産省】 

• 2010 年度までに、最終処分量を一般
廃棄物・産業廃棄物とも 2000 年度比

で半減する。【経産省】 

• 資源生産性を 2010 年度において
2000年度に比して概ね４割向上（約３

９万円／㌧）させる。【経産省】 

• 建設工事から発生する産業廃棄物の
再資源化率を、2010 年までに 91％に

する。【国交省】 

• 転換シナリオを 2010 年頃に見込まれ
る循環型社会形成推進基本計画の

改訂に供する。【環境省】 

• 政策に製品分野ごとのリサイクル法
の統合化を反映させることにより、社

会コストの低減・効率化を図る。【環

境省】 

○ ③３Ｒ型製品設計・生

産・流通・メンテナン

ス・製品情報管理技

術 

製品の設計・生産など、経済活動の

上流段階で３Ｒをあらかじめ生産シ

ステムに組み入れるため、易リサイ

クル・易解体製品等の環境配慮設

計技術、リユース性向上のための設

計・生産技術、リデュースのための

製品リースシステム技術、リユース

部品・製品流通システム技術、製

品、建築物等の長寿命化のための

設計・メンテナンス技術等の開発を

行うとともに、IC タグ（RFID）等の情

報技術を用いて、電子・電気機器、

自動車などの製品について、含有物

質や解体・リサイクル方法等の情報

• 長期間のリユースに耐えうる劣化に強い材
料や、多くのエネルギーを必要とせずリユ

ース可能な新規材料、自己浄化機能を持

つ材料等を開発する。【文科省】 

• 2010 年度までに建設構造物の長寿命化・
省資源化技術、メンテナンス技術等を開

発・標準化する。【経産省】 

• 2010 年までに、リサイクルを妨げる添加物
等を含まない高強度の鋼材・部材を開発す

るとともに３Ｒに適した成型・加工技術を開

発する。【経産省】 

• 燃料電池、情報家電等の我が国新産業創
造に不可欠な白金系触媒、希土類磁石、

• 耐久強度のある材料を開発し、リユ
ースを促進し、環境負荷の軽減に貢

献する【文科省】 

• 2010 年度までに、リサイクル率を一
般廃棄物で 24%（2003 年度は 17%）、

産業廃棄物で 47%（2003 年度は 46%）

とする。【経産省】 

• 2010 年度までに、最終処分量を一般
廃棄物・産業廃棄物とも 2000 年度比

で半減する。【経産省】 

• 資源生産性を 2010 年度において
2000年度に比して概ね４割向上（約３

９万円／㌧）させる。【経産省】 
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を記録し、リサイクルや廃棄段階で

の有用物質・有害物質の適正管理

のためのトレーサビリティや、静脈産

業も含めたサプライチェーンマネジメ

ントを向上させるための製品情報管

理技術を開発する。 

超硬工具、透明電極等について、希少金

属資源の代替技術の基盤を確立する。【経

産省】 

• 2010 年までに、情報技術等を活用した資
源性と有害性情報等のラベリング手法およ

びラベリングのための簡易迅速な判定手

法を確立する。【環境省】 

• 2010 年までに、生産（動脈）側と処理・リサ
イクル（静脈）側のトレーサビリティシステム

連携手法を確立する。【環境省】 

• 製品環境配慮情報を活用して高度な
製品３Ｒシステム（グリーン・プロダク

ト・チェーン）を構築する。【経産省】 

• 主要製品について、ラベリング手法、
トレーサビリティシステムを試行する。

【環境省】 

プログラム２：有用性・有害性からみた循環資源の管理技術 

○ ④再生品の利用促進の

ための試験・評価・規

格化支援技術 

リサイクル技術の進展によりさまざ

まな再生材料、製品、再生部品が生

産されているが、その品質への懸念

等から、一次資源を代替するような

需要は必ずしも拡大していない。こ

のため、再生品についての含有成

分の試験法や、品質評価手法の開

発・標準化を進め、再生品の品質規

格の策定等を支援する。 

• 2010 年までに、製品中の（有害・有用）物
質の含有量を計測するための標準物質を

開発する。【経産省】 

• 2010 年までに、電子・電気機器等の部品
の含有物質、素材、品質等の情報を関係

者の利用が可能なデータベース化して、有

害・有用物質の適正管理に資するサプライ

チェーン管理技術を開発する。【経産省】 

• 2010年までに産業廃棄物を原材料としたリ
サイクル材料を建設工事現場で受け入れ

るための品質評価手法を開発する。【国交

省】 

• 2010 年までにコンクリート用再生骨材の簡
易な性能評価手法の開発をする。【国交

省】 

• 2010 年までに、有害物質リスク管理、再生
品の品質安定化等の観点から、再生プラ

スチック材料の品質規格に必要な試験・評

価法を確立する。【環境省】 

• 2010 年までに、各種循環資源・廃棄物の
再資源化物の有効利用における環境安全

評価手法を確立する。【環境省】 

• 製品環境配慮情報を活用して高度な
製品３Ｒシステム（グリーン・プロダク

ト・チェーン）を構築する。【経産省】 

• 資源生産性を 2010 年度において
2000年度に比して概ね４割向上（約３

９万円／㌧）させる。【経産省】 

• 建設工事から発生する産業廃棄物の
再資源化率を、2010 年までに 91％に

する。【国交省】 

• 再資源化物の利用用途毎の環境安
全評価に係る試験方法及び安全品

質について体系的に規格化する。【環

境省】 
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◎ ⑤国際３Ｒに対応した有

用物質利用・有害物

質管理技術 

【化学物質リスク・安全

管理研究領域の「国

際間協力の枠組みに

対応するリスク評価

管理」と連携して行

う】 

近隣諸国の経済発展、国内の廃棄

物処理費用の上昇に伴って、廃電

気電子製品など使用済み製品や廃

プラスチック等の二次資源の貿易が

盛んになっている。有害物質の越境

移動を防止し、稀少資源の需給ひっ

迫の懸念に備えるため、国際的な資

源循環の実態解明や資源供給面・

環境影響面の評価のための技術、

有用物質の選別・回収技術、有害物

質の管理・分解技術などを開発す

る。 

• 2010 年までに、高温鉛はんだ代替技術等
の３Ｒ型製品設計のための共通基盤的な

技術を開発・標準化する。【経産省】 

• 2010 年までに、資源生産性を向上させる
ため、低濃度で分散する素材・家電や自動

車等製品中のレアメタル等を回収する技術

を開発する。また、需要の増大する燃料電

池等のリユース・リサイクル技術、触媒の

回生金属化技術等を開発する。【経産省】 

• 2010 年度までに、シップリサイクルに起因
する環境汚染の防止等のために、インベン

トリ（船上の潜在的有害物質に関するリス

ト）作成支援システムの開発等を行う。【国

交省】 

• 2010 年までに、ＭＦＡ、ＬＣＡ等を用いて、
地域分散型、広域連携型、中核拠点型、

国際連携型などの各種資源循環技術のシ

ステム設計を行う手法を確立する。【環境

省】 

• 2010 年までに、アジア地域の途上国を対
象に、資源循環の実態を解明するととも

に、適合した技術システムを提案する。【環

境省】 

• 製品環境配慮情報を活用して高度な
製品３Ｒシステム（グリーン・プロダク

ト・チェーン）を構築する。【経産省】 

• 資源生産性を 2010 年度において
2000年度に比して概ね４割向上（約３

９万円／㌧）させる。【経産省】 

• 2008年から2009年までに採択するこ
とができるように策定作業が進められ

ているシップリサイクルに関する条約

の発効に、円滑に対応し、シップリサ

イクルに関連する環境リスクの低減

等を図る。【国交省】 

• アジア地域における適正な資源循環
に資する技術システムと適正管理ネ

ットワークを構築する。【環境省】 

プログラム３：リサイクル・廃棄物適正処理処分技術 

○ ⑥地域特性に応じた未

利用資源の有効利用

技術 

【バイオマス利活用研究

領域の「地域バイオ

マス利用システム技

術」と連携して行う】 

食物残渣、廃食用油、畜産廃棄物、

雑排水、汚泥などのバイオマス系廃

棄物を、メタン、水素などのガスやＢ

ＤＦなどの燃料油、乳酸などのバイ

オマテリアル原料に転換するための

技術をはじめ、地域固有の未利用

資源を有効利用するための要素技

術を高度化するとともに、原料供給

と得られた燃料・原料の用途の両面

で、地域特性に適合した技術システ

• 2010 年度までに、環境アセスメント技術情
報処理システムの開発を行い、静脈物流

システムを構成するデータモデル、循環を

表現し評価するための全体モデル、および

シナリオを評価するためのモデルを構築

し、それらを利用するためのシミュレーショ

ンシステムを作成しケーススタディを通じて

評価する。【文科省】 

• 2010 年までに、高効率エタノール発酵技

• 都市・地域から排出される廃棄物・バ
イオマスの無害化処理と再資源化に

関する技術開発を行い、環境負荷の

軽減に貢献する。【文科省】 

• 2010 年度までに、廃棄物・バイオマス
の発電量を586万kl、バイオマスの熱

利用量を 308 万 kl 導入する。【国交

省】 

• 建設工事から発生する産業廃棄物の
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ムの設計を行う。 術、高効率メタン発酵技術、水素発酵技

術、高効率ＢＤＦ製造技術等、バイオマス

エネルギー技術を開発する。【経産省】 

• 2010 年までに成分管理技術を含めた大規
模・高品質での堆肥化技術やリグノフェノ

ールの用途技術等、バイオマスのマテリア

ル利用技術を開発する。【経産省】 

• 2010 年度までに、エネルギー自立型下水
汚泥等焼却システムを開発する。【国交

省】 

• 2010 年度までに、下水汚泥等から得られ
る有用無機物を焼却灰として長期保存す

る技術を開発する。【国交省】 

• 2010 年度までに 100m3 超の容積を有する
草本類の大量炭化技術を開発する。【国交

省】 

• 2010 年までに、地域におけるバイオマス系
廃棄物の資源循環／エネルギー利用シス

テムを構築し、実証試験を通じたモデルを

提示する。【環境省】 

• 2010 年までに、バイオマス系廃棄物に含
まれる炭素・水素からのエネルギーおよび

マテリアル回収技術を高度化し、実証試験

を行う。【環境省】 

再資源化率を、2010 年までに 91％に

する。【国交省】 

• バイオマス系廃棄物の資源循環／エ
ネルギー利用システムの実証試験結

果をもとに、地域特性を踏まえつつ他

地域へ普及させる。【環境省】 

○ ⑦社会の成熟・技術変

化等に伴う大量・新

規廃棄物のリサイク

ル技術 

社会の成熟化、都市基盤の再生に

伴って発生する建築解体廃棄物な

どのストック由来の廃棄物、汚泥、

焼却灰など、依然として埋立て処分

される量の多い廃棄物について、エ

ネルギー産業・素材産業などの動脈

産業と静脈産業との連携を軸に、将

来の需給バランスを考慮した技術開

発、システム設計を行う。また、技術

やライフスタイルの変化に伴って普

• 2010 年までに、太陽電池の経年劣化等の
品質検査を含めたリユース技術及び太陽

電池部品のリサイクル技術等今後新たに

発生する循環資源についての３Ｒ技術を開

発する。【経産省】 

• 2010 年までに、エネルギー消費量および
汚泥発生量を大幅に削減可能な新たな嫌

気性－好気性廃水処理システムの技術開

発を行う。【経産省】 

• ３Ｒ技術を駆使して、２０１０年度まで
に、一般廃棄物・産業廃棄物とも最終

処分量を２０００年度比で半減する。

【経産省】 

• 京都議定書の温室効果ガス排出量
６％削減約束を達成する。【経産省】 

• 動脈産業と静脈産業との連携循環技
術システムを実証あるいは一部事業

化し、全国レベルへの事業化の可能
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及した新型・大型の耐久消費財等、

今後増加が見込まれる廃棄物のリ

サイクルのための要素技術開発、シ

ステム設計を行う。 

• 2010 年までに、セメント産業や非鉄産業等
を中核とした無機系資源の循環技術シス

テム、廃棄物焼却施設を含めた電力供給

施設を中核とした炭素系資源の循環技術

システムを確立する。【環境省】 

• 2010 年までに、将来の需給バランスを考
慮した基幹産業間連携ネットワークの再構

築手法、循環資源を中間処理・再利用・処

分拠点へ合理的に収集・輸送するロジステ

ィクス計画法を提示し、必要な情報整備を

行う。【環境省】 

性を明らかにする。【環境省】 

• モデル地域において、ロジスティクス
計画法を基にして、上記産業間連携

ネットワークと一体的にシステム実証

を行う。【環境省】 

○ ⑧未来型廃棄物処理技

術および安全・安心

対応技術 

リサイクル技術の普及・高度化等に

伴って、将来、量的には低減が見込

まれるが質的な変化が予想される

廃棄物について、選別等の中間処

理・最終処分技術の開発、および、

埋立地の安定化促進技術・跡地利

用技術、延命化と資源回収のため

の埋立物の再処理・資源化技術を

開発する。また、今後発生する微量

でも有害性の高い成分を含む廃棄

物について、国民の安全・安心に対

応した測定・管理・無害化技術、不

法投棄や不適正処理・処分の跡地

の修復技術、不法投棄、不適正処

理の未然防止のための監視技術を

開発する。 

• 希少金属の需給の逼迫の懸念に備えるた
め、廃棄物等からの有用物資の選別・回

収技術、廃棄物の減容化技術・貯蔵・管理

技術、有害物資の固定化・安定化技術等

を確立する。【経産省】 

• 2010 年度までに、遮水シートの性能の検
査、モニタリグ手法および破損検知、健全

性評価手法を開発するとともに、検査、モ

ニタリング、修復が容易な次世代鉛直遮水

工を開発する。【国交省】 

• 2010 年までに、不法投棄、不適正処分等
による汚染の原状回復・修復技術を、現場

に応じて適用できるプログラムに体系化す

る。【環境省】 

• 2010 年までに、埋立物の再処理・資源化
技術と跡地利用の用途に応じた安定化促

進技術と安定化診断技術を開発する。【環

境省】 

• 2010 年までに、国民の安心・安全に応える
ための最終処分場に至る搬入廃棄物・埋

立前技術選別システムと、処分場の新規

埋立物類型とそれに対応した埋立構造・管

理システムを提示する。【環境省】 

• ３Ｒ技術を駆使して、２０１０年度まで
に、一般廃棄物・産業廃棄物とも最終

処分量を２０００年度比で半減する。

【経産省】 

• 京都議定書の温室効果ガス排出量
６％削減約束を達成する。【経産省】 

• 廃棄物の海面処分場の信頼性を向
上する。【国交省】 

• 原状回復・修復技術プログラムを、全
国の不法投棄現場等に適用する。

【環境省】 

• 新たな既存埋立処分場の廃止基準を
再生・跡地利用等の用途に応じて明

確化し、提示する。【環境省】 

• 埋立基準、処分場の安定化促進型、
備蓄（保管）型、土地造成型等の新し

い埋立技術類型を提示する。【環境

省】 
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バイオマス利活用研究領域 案 

 

重要度 課題名 課題概要 研究開発目標（例） 成果目標（例） 

プログラム１: バイオマスエネルギー技術 

○ ①エネルギー作物生

産・利用技術 

我が国のみならずアジアを視野に

入れ、エネルギーを得ることを目

的とした資源作物の研究・開発と

低コスト栽培・利用のための技術

開発を行う。 

• 2010年度までに、さとうきび、甘しょ、
各種油糧作物等を対象に、不良環境下で

も安定多収性を示す系統を選抜する。

（農水省） 
• 2015 年度までに、茎葉部等も利用可能
で、不良環境下でも多収性を示す高バイ

オマス多用途品種を育成する。（農水省）

• 2030年度までに、494万 Kl分の廃
棄物発電＋バイオマス発電を導入

する。 
• 2030年度までに、423万 Kl分のバ
イオマス熱利用を導入する。 

◎ ②草木質系バイオマス

エネルギー利用技術 

バイオマスの中で我が国のみなら

ずアジアにおいて量が豊富で安定

的に供給可能な間伐材やサトウキ

ビしぼりかすなど草木質系バイオ

マスを、有効にエタノールやバイ

オデーィゼル燃料に変換する技術

や熱、電力の高効率転換技術開発

を行う。 

• 木質バイオマスを濃硫酸等の環境負荷
の大きい手段を使わずに糖、有機酸等の

中間生成物に分解する技術と、中間生成

物からエタノール等の燃料を製造する

技術からなる技術群を開発する。（文科

省） 
• 2010 年度までに、木質バイオマスから
のエタノール化において収率 70％以上
を実現し、2015 年度までに、木質バイ
オマスからのエタノール製造のコスト

を削減し、化石燃料と競合可能な製造技

術を開発（農水省、環境省） 
• 2015 年度までに、熱分解ガス化技術等
を活用し20t/日程度のバイオマスを処理
し、電力として 20％程度、エネルギー回
収率 80％程度の小規模・分散型プラント
技術を確立（農水省） 

• 2010 年度までに、廃食用油からのバイ
オディーゼル燃料製造技術を、2015 年
度までに、農畜産物からの高効率バイオ

ディーゼル変換等のエネルギー変換・利

• 2010 年度までに炭素量換算で、廃
棄物系バイオマスを 80％以上、未
利用バイオマスを 25％以上利活用
する（農水省） 

• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 308万Kl(バイオマス由来
輸送用燃料 50万 Kl分を含む)及び
423 万 Kl 分のバイオマス熱利用を
導入する。（経産省、農水省） 

• 2010年度までに、586万 Kl分の廃
棄物発電＋バイオマス発電を導入

するとともに、308 万 Kl 分のバイ
オマス熱利用を導入する。（経産省）

その後もバイオマスエネルギーの

利用を進め、更なる長期的・継続的

な温室効果ガスの排出削減を目指

す。（環境省） 
• 廃棄物・バイオマスを用いたエネル
ギー、材料生産分野において自立し

うる産業の技術基盤を確立し、バイ

オマスエネルギー利用の促進に貢
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用技術について、産業化しうる実用シス

テムを開発（農水省） 
• 草木質系バイオマス利用の高効率転換、
低コスト化のための技術開発、実証を行

い、バイオマス利用の経済性を向上す

る。（経産省） 

献する。（文科省） 

○ ③生物プロセス利用バ

イオマスエネルギー

転換技術 

メタン発酵などの生物プロセスを

利用したバイオマスからエネルギ

ーへの高効率・低コストの転換技

術を開発する。 

• 含水率の高いバイオマスをメタン発酵
等により、電力として 10％、あるいは熱
として 40％程度を実現できる技術を開
発する（農水省） 

• より高効率、低コスト化を目指した生物
プロセスの技術開発、実証を行い、バイ

オマス利用の経済性を向上する。（経産

省） 
• 2010 年度までに、嫌気性発酵時におけ
る下水汚泥の分解率を 65％に向上させ
る。（国交省） 

• 2010 年度までに、低コスト型の消化ガ
スエンジンを開発する。（国交省） 

• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 586 万 Kl 及び 494 万 Kl
分の廃棄物発電＋バイオマス発電

を導入する。（経産省） 
• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 308万Kl(バイオマス由来
輸送用燃料 50万 Kl分を含む)及び
423 万 Kl 分のバイオマス熱利用を
導入する。（経産省） 

 

○ ④バイオマスエネルギ

ー利用要素技術 

広く薄く賦与するバイオマスを有

効にエネルギー転換するための高

効率エネルギー転換・圧縮梱包技

術開発・化石資源との共利用技術

などの開発をおこなう。 

• 2010 年度までに、廃棄物から高効率に
エネルギー及び資源を回収するプロセ

ス技術開発し、エネルギー変換効率を従

来方式と比べて最終目標 1.7倍の向上を
図る。（文科省） 

• 2010 年度までに、サトウキビバガス等
作物残さ・未利用資源の低コスト・高効

率なエネルギー変換技術、家畜排せつ物

の炭化技術を開発（農水省） 
• バイオマス利用のボトルネックとなっ
ているエネルギー利用、前処理、後処理

等の技術開発、実証を行いバイオマス利

用の経済性を向上する。（経産省） 

• 都市・地域から排出される廃棄物・
バイオマスの無害化処理と再資源

化に関する技術開発を行い、環境負

荷の軽減に貢献する。（文科省） 
• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 308万Kl(バイオマス由来
輸送用燃料 50万 Kl分を含む)及び
423 万 Kl 分のバイオマス熱利用を
導入する。（経産省、環境省） 

• 2010 年度までに炭素量換算で、廃
棄物系バイオマスを 80％以上、未
利用バイオマスを 25％以上利活用
する。（農水省） 
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• 2010 年度までに、下水汚泥の炭化燃料
化システムにおいて、炭化燃料の発熱量

を 30％向上させるとともに、燃料消費量
を 30％削減する。（国交省） 

• 2006 年度までに、下水汚泥の高効率ガ
ス化炉によるエネルギー供給システム

の開発・実証を行う。2010年度までに、
更なる熱回収の高度化、ランニングコス

トの低減等により市場導入を目指す。

（環境省） 
○ ⑤輸送機器用高効率・

低コストバイオマス燃

料技術 

実用化段階にあるバイオマスの燃

料変換技術について、より低コス

トとなるような技術開発を我が国

のみならずアジアの状況を踏まえ

行う。また、高効率なガス化から

の合成燃料製造、ガスの石化プロ

セスや燃料電池等への活用に関す

る技術開発も行う。 

• 2010 年度までに、より高効率、低コス
ト化なバイオマスからの液体燃料等製

造技術開発、実証を行い、輸送機器用バ

イオマス燃料利用の経済性を向上する。

（経産省、環境省） 

• 2010 年に輸送用バイオ燃料 50 万
kl（原油換算）導入する。その後も
低コストな輸送用バイオ燃料の利

用を進め、更なる長期的・継続的な

温室効果ガスの排出削減を目指す。

（経産省、環境省） 

プログラム２: バイオマス材料利用技術 

○ ⑥バイオマスマテリアル

利用技術 

廃棄物系バイオマスや未利用バイ

オマスのマテリアル利活用技術の

開発研究をおこなう。 

• 2010 年度までに、未利用バイオマスを
用いたプラスチックの代替素材を開発

(農水省) 
• 2010 年度までに、食品加工残さ等から
の生分解性素材の作成（農水省） 

• 2010 年度までに、木質系廃棄物由来の
土木・建築用材の品質の向上を図り、

2015年度までに、製造技術を実用化し、
木質系廃棄物の用途を拡大させる（農水

省） 
• 2015 年までに、微生物機能等の活用に
よる、バイオマスからの工業原料等生産

技術を実用化する（経産省） 

• 2010 年度までに、バイオプラステ
ィックを汎用プラスチックの２倍

程度までに価格を低減させる。（農

水省） 
• 2010 年度までに炭素量換算で、廃
棄物系バイオマスを 80％以上、未
利用バイオマスを 25％以上利活用
する。（農水省） 

• バイオマスを原料とした高機能化
学品等の生産プロセスの実用化（経

産省） 
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プログラム３: バイオマス利用システム研究 

◎ ⑧地域バイオマス利用

システム技術 

【資源循環技術研究領

域の「地域特性に応じ

た未利用資源の有効利

用技術」と連携して行

う】 

我が国のみならずアジア等海外も

含め、地域に即したバイオマスエ

ネルギー利用や、原料確保から利

用・残さの処理までの地域のマテ

リアルバランスを考慮した資源循

環システムを開発し、経済的に成

立するための要件を法制面も含め

検討する。また、国内外の適切な

バイオマスタウンを設計するため

の、ライフサイクルを意識した物

質循環、地域特性、安全性、経済

性等を踏まえた評価を行える手法

を構築する。 

• 2010 年度までに、地域特性に応じた低
コスト・低環境負荷・高変換効率のバイ

オマス多段階利用技術による地域循環

モデル、施設の最適配置計画策定手法を

開発し、経済性・環境影響を評価すると

ともに、2015 年度までに、バイオマス
の発生源・利用地域に適合した効率的な

収集・輸送・貯蔵システムを開発（文科

省、農水省） 
• 地域における最適な資源循環／バイオ
マスエネルギー利用システムを開発（経

産省、環境省） 
• 2010 年度までに国土管理由来バイオマ
スのインベントリーを開発（国交省） 

• 2007 年度までに、国産サトウキビを原
料とした、従来より大幅に高効率、かつ

省エネ型のエタノール製造プロセス技

術を確立し、沖縄県宮古島において、エ

タノールの地産地消モデルを構築する。

その後、製造プロセスのスケールアップ

等を行い、同モデルを全国の適地に展開

する。（農水省、経産省、環境省） 

• 都市・地域から排出される廃棄物・
バイオマスの無害化処理と再資源

化に関する技術開発を行うととも

に、環境負荷の軽減に貢献する。（文

科省） 
• 廃棄物系バイオマスを炭素量換算
で 90％以上または未利用バイオマ
スを炭素量換算で 40％以上利活用
するシステムを有する市町村を、

500程度構築する。（農水省） 
• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 586 万 Kl 及び 494 万 Kl
分の廃棄物発電＋バイオマス発電

を導入する。（経産省、環境省） 
• 2010 年度及び 2030 年度までに、
それぞれ 308万Kl(バイオマス由来
輸送用燃料 50万 Kl分を含む)及び
423 万 Kl 分のバイオマス熱利用を
導入する。（経産省、環境省） 

○ ⑨バイオマス利用安全

技術 

バイオマス燃料の混合率の増大に

伴う車両等への影響軽減や、バイ

オマスの持つ危険を回避する対策

技術とともに、地域住民の生活に

対する臭気・振動・騒音等の環境

配慮のための研究を行う。 

• バイオマス燃料の危険性の把握と安全
対策の確立を図る。（総務省） 

• 2010年度までに廃棄物･バイオマスの処
理等に伴う有害化学物質等に関する簡

便な安全性評価、環境リスク管理の技術

開発を行う。（文科省） 
• バイオディーゼル燃料専用車が環境・安
全面で満たすべき車両側対応技術等を

明確にする。（国交省） 

• 各種バイオマス燃料に起因する火
災発生の防止（総務省） 

• 都市・地域から排出される廃棄物・
廃棄物・バイオマスの処理に関する

安全評価、管理技術を確立し、バイ

オマス利用の促進に貢献する。（文

科省）（文科省） 
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• 2010 年度までに、既存技術に安価な資
材を組み合わせた畜産臭気の低減技術

を開発（農水省） 
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